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した責任を厳格に追及することは不可能と

なり、結局、欠陥住宅被害の救済は不可能

となってしまいます。住宅供給者に対して、

欠陥住宅を供給することは絶対に許きれな

いということを認識してもらうためにも、

かかる損害評価は誤りであることを明らか

にしていかなければなりません。

そのため、大会では、建築基準法の趣旨

目的に立ち返って、単体規定の由来につい

て、学者の方から解説していただいたほか、

パネルデイスカッションで、建築基準法単

体規定の道守の必要性、法的基準としての

機能、損害論を議論することができました。
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お待たせしました。 No.7号をお届けします。今回は横浜大会の充実した議論を再現すべ

く努力しました。次回は岡山。マンション問題などを取り上げます。全国ネット初の「全

国一斉欠陥住宅110番」を全国各地で行うなど着実に全国規模の団体として活動の場を広げ

つつあります。また、全国をつなぐホームページや会員聞のメーリングリストでの情報交

換も活発。ますます活動を充実させるべく頑張りましょう。
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2001年11月24、25日、横浜で、約170名

の方々にご参加いただいて、第四回全国大

会が開催されました。また、あわせて念願

の欠陥住宅関東ネットの設立も実現されま

した。大会の開催、関東ネット設立とも、

多くの方々の、欠陥住宅被害の救済と予防

を目指す熱意に支えられて、実現できたも

のと思っています。借越ながら、横浜大会

の内容と、関東ネット設立後の活動等につ

いて、以下のとおりご報告させていただき

ます。

横浜大会では、法的欠陥判断にあたって、

建築基準法令が基準となることについて、

ようやく定着しつつあることを確認しまし

た。しかし、損害評価にあたっては、具体

的な被害が現実化していない等を理由に、

相当補修費用を損害と認めず、慰謝料のみ

を損害として認め、損害額の認定を極端に

低額にした京都地裁2001年8月20日判決等

の紹介がありました。このような損害認定

では、建築業者に対して、欠陥住宅を建築



また、韓国住宅事情について、韓国消費者

連盟鄭光諜会長からのご報告もあり、たい

へんに参考になりました。なお、韓国では、

その後、日本における全国ネットのような

被害救済組織の立ち上げが進んでいると聞

いています。

さらに、欠陥住宅訴訟をめぐる最近の動

向として、最高裁と日本建築学会の協力体

制や、東京地裁、大阪地裁での建築紛争事

件についての集中部創設（2001年4月から）

等が報告され、欠陥住宅被害救済を実現す

るにあたって、今がまさに正念場となって

きていることを実感できる大会となりまし

た。

また、具体的な事件対応の報告として、

宮崎で調停手続きの活用例の報告や、勝訴

判決の報告等もあり、元気が出ました。

さて、横浜大会初日には、 2001年6月か

ら設立準備を進めていた欠陥住宅関東ネッ

トが、 90名を超える方々の参加を得て、設

立されました。建築士の方々の多数の参加

と、消費者の方々の積極的な参加が特徴的

だと思います。

とはいえ、関東ネットは、やっと具体的

な被害相談に対応できる体制を整えつつあ

る段階に過ぎず、まだまだ試行錯誤の感は

否めませんが、代表に田中峯子弁護士、副

代表に伊藤事建築士、河合敏男弁護士と、

関東地域における最高の欠陥住宅被害救済

専門家による役員体制を確立でき、さらに、

運営委員として、東京、神奈川、埼玉の建

築士、弁護士、消費者から幅広く参加をい

ただき、総力結集ができつつあると自負し

ています。

思えば、関東地域では、ここ数年、ネッ

ト設立の必要性が強く叫ばれつつも、ネッ

トの結成は困難を極めていただけに、とも

かく、関東地域を守備範囲とするネットワー

ク組織が確立できて、ほっとしています。

設立後は、マスコミ等からの取材も多数

あり、中には、アメリカ公共放送からの取
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材もあって、国際的注目を集めつつありま

す！？現状は、活動実績が追いつかないと

いう状態かもしれません。

関東ネット誕生までには、関東地域はも

ちろん、全国各地の、欠陥住宅被害の救済

と予防という目的を達成しなければならな

いと考える多くの方々のご協力がありまし

た。多くの方々の協力に応え、希望を実現

するため、関東ネットは、欠陥住宅被害根

絶に向けて、日々活動を継続していかなけ

ればなりません。

設立後、現在までの問合せ件数は 70件

を超え、具体的な相談受付件数も 40件近

くとなっています。 1月31日には、第1回

研修会を開催し、学者の方から建築基準法

令の解説を矢吹茂郎氏に行っていただいた

ほか、欠陥調査報告書の作成ノウハウにつ

いてのデイスカッションを行い、実践的な

活動を開始しています。

また、 3月13日には関東ネット会報創

刊号も発行でき、今後も、研修会、地域研

究会、消費者勉強会等を重ねて、欠陥住宅

被害の救済と予防という設立目的を実現す

べく、日々の活動を続けていきたいと考え

ています。

なお、横浜大会の準備進行や、関東ネッ

トの設立にあたって、不手際等があったか

と思いますが、すべて、準備等を担当させ

ていただいた関東ネット事務局長の私の不

手際です。この場を借りて、お詫びさせて

いただきます。これに懲りず、今後とも、

ぜひ、よろしくお願いいたします。

( 2 ) 



臨醐韓関1醐醐目盟問問問自
建築基準法はなぜ守られないのだろうか。

建築基準法令に違反する欠陥個所を指摘さ うな反撃をすればいいのか。こうした視点

れた業者は、必ずといっていいほど「確か で「建築基準法はザル法か」という、幾分、

に建築基準法令に違反してはいるが同法令 刺激的なタイトルをつけたシンポジウムが

は3倍の余力を前提にして計算されている 始まった。

からこの程度の違反があっても安全性に問 2 まず、京都地裁判決平成13年8月20日

題はない」などと主張する。また、学者や 判決の事件に携わった田辺保雄弁護士（京

裁判官の中には、「被害者側から提出される 都）からの問題提起がなされた。建物の暇

私的鑑定書の中には、建築基準法令に定め 庇を認めながら建物に関する損害は認めな

る数値を 1センチほど足りないから欠陥だ かった判決に対し、控訴審でどのような主張・

などと指摘してくる建築士がいるが困った 立証が必要かについて詳細な準備書面案に

ものだ。業者と注文主とがよく話し合いを 基づく問題提起がなされた。建築基準法の

させると自ずと誤解は氷解する。そうであ 制定と改正の経緯、技術的基準の概要の指

るのに 1センチ程度の違いをとやかくいう

のはいかがなものか」などという発言を平

然と行う者も多い。どうして、このような

法令無視の発言が堂々とまかり通るのか、

そして、こうした主張に対して、私たち被

摘など、力のこもった貴重な指摘がなされ

ており、当日配布された資料は必見の価値

がある。

3 次に、私から、千葉地裁平成13年3月22

日判決の問題点を指摘させていただいた。

F時間関附句持繍常臨時時開問瞬時糧
長・「横浜大会の報告と総括」谷合周三（東京・弁護士） l～2 p 

Il .「建築基準法はザJレ法か～パネルデイスカッション総括」吉岡和弘（仙台・弁護士） 3～4P 
露・「建築基準法はザル法か～発言要旨について」藤島茂夫（東京・建築士）、
要 山本正道（京都・建築士）、福本和正（滋賀・滋賀県立大学助教授） 5～7P 
－「建築基準法の単体規定の由来と解説」福本和正（滋賀・滋賀県立大学助教授） 8～lOP 
－「『欠陥住宅被害教済の手5IJ改定版の案内」神崎哲（京都・弁護士） lOP 

－「韓国消費者連盟鄭光諜会長『韓国の欠陥住宅事情と
消費者被害救済の手法』を聴いて」千葉晃平（仙台・弁護士） llP 

「品確法の実施状況と既存住宅に対する性能表示・評価制度の導入」重村達郎（
－「欠陥住宅訴訟に関する近時の動向（2）」神崎哲（京都・弁護士） 14P 
－「吉良事件判決について」田辺保雄（京都・弁護士） 15～17P 

ダーピーニング工法J池本智汎（宮崎・建築士） 18～19P 
定と欠陥判決j青木勝治（神奈川・弁護士） 20～21P 
吉岡和弘（仙台・弁護士） 21 p 

築士の不法行為責任を認めた高裁判決」田中厚（大阪・弁護士） 22P 踊
殊事情に配慮して欠陥を認めた判決」木内哲郎（京都・弁護士） 23P 
を認めながら

少額

仲介業者に損害賠償を認めた事例」吉岡和弘（仙台・弁護士） 25P 
壊し・建て替えを認めた判決」河合敏男（東京・弁護士） 26P 
ト活動報告」畑中潤（福岡・弁護士） 27P 
の家”翻訳」粟生猛（北海道・弁護士） 28～29P 

～建築基準法令の目的・意義の再認識を求める」 30～31P 
決意表明」加瀬野忠吉（岡山・弁護士） 31P 

32～34P 

ール」 35P 
らせ」 36P 霊

晴間眠時編白鞘硝制高給稲田精神1軍縮白鞘満員Z踊融資窃自由事眠時臨時箱崎特品’鮪時i崎商事訴給資繍僻蹄烹時 同
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構造体力上安全でない建物と認定しながら

寝庇担保責任に基づく損害賠償は信頼利益

であるとし、信頼利益とは建物の代金と客

観的取引価格との差額であり、取引価格の

立証は困難だから民訴法248条に基づき「建

物の効用が半分以上減殺されると考えられ

る」などとして500万円の損害を認めた事例

である（詳細は24～25ページ）。

4 更に、福本和正教授（滋賀県立大学）か

ら、「建築基準法の単体規定の由来と解説一

主として建築構造の立場からー」と題する

講演をいただいた。先生からは、 1981年の

新耐震設計や1995年の耐震改修促進法の指

摘などがなされ、壁量の重要性や偏心率に

ついての考え方等が解説された。

5 その後、私の司会で、藤島茂夫建築士

（東京）、山本建築士（京都）、福本助教授

（滋賀大）がパネラーとなり、パネルデイス

カッションが行われた（発言要旨は 5～ 7

ページ）。パネラ一発言に呼応して会場から

も活発な意見が飛びかったが、以下の論点

に要約されるかと思われる。即ち、

(1）建築士の問題

－調停委員の建築士が欠陥住宅裁判をダメ

にしているのではないか。

－専門家が科学としての検証をするとの視

点がない。

－名義貸しが横行している。工事監理を厳

しく行うという意識改革が必要。

(2) 裁判所の問題

「現実の損害」という考え方を打破する

必要がある。被害者は住みたくない家に

住まざるを得ないという点をどのように

裁判官に認識させればいいのか。「現実の

損害」とは何か、研究すべきだ。建替え

るしかない家を買わされたことが現実の

損害だというべき。

－後藤判事説を打ち破る理論構築が必要だ0

・余りに非常識な裁判が多すぎる。「非常識

判決集」などを社会に公表したり、裁判

官の通信簿を創ってみるなどの工夫が必

要ではないか0

・裁判官は弁護士任官であるべき。被害の

深刻さを理解しようとしない。

• 4～5年も裁判で闘っているが、裁判で

は当事者が一言も発言できない（最後の

証言でいえばいいといわれる）点を改め

て欲しい。

－裁判官が基準法をザル法にしているので

はないか。

・裁判所から依頼されて鑑定人となった。

その際、裁判官は私の言い分を丸呑みし

て判決を書いた。ところが、私がこれと

閉じ内容の私的鑑定書を書いた事案で裁

判官は見向きもしなかった。裁判官は内

容ではなく、建築士がどんな立場で発言

しているかで判断をしているということ

だ。

(3）建築基準法の問題

－木造住宅は一次設計で足るとか、検査は

書面審査で足るなどいう姿勢自体に問題

カfある。

－建築の基本法だという性格が薄れている。

違反に対する罰則もない。基準法違反が

犯罪的なことであることのアピールが必

要。基準法は「絶対倒壊させない」とい

う法律だ。

－住宅建築は請負だから民法を優先させる

意識が強い。

－中間検査の充実をはかる必要がある。

(4）業者の問題

( 4) 

－住宅の大工は大工ではないと思っている。

初めて欠陥住宅の報道見たときは「ふざ

けるな」と思った。大工が労働者になっ

て、技術が伝わらなくなった（教えななつ

た）。作り手の教育が大切なのではないか0

．悪質業者名の公表が必要ではないか。

6 こうした指摘がなされる中、時間切れと

なったため、今後、ヲ｜き続き、幹事会で議

論を深め、建築基準法令を道守させるた

めの具体的取組を提案することになった。

以上、報告とします。



【建築基準法について】

1.建築専門家の認識と評価

各地で行われている欠陥建物訴訟の場

において、建築基準法令がどのように認識

されているか、関心をもって建築の専門家

の説明を聞いていると、非常に疑問を持つ

ことが多い。

最近、大きな社会問題となっている、食

品業界をはじめ、数年前の自動車業界では、

法律違反が表面化しただけでも、会社が破

綻に追い込まれることもあるのに、我々の

属している建設業界にいたっては、建築基

準法違反の箇所の存在を立証しても、施工

した当事者をはじめ、設計した建築士も一

向に驚かず、平然として、司法の場へ出席

してきて、法令違反箇所はあるが、「現時

点でも、建物が建っているから問題はない」

と云って、分厚い構造計算書を提出し、説

明をする。そして違反に対する反省もなく、

開き直りの説明しか聞かれないのが現状で

す。テレビで見る光景（平身低頭で謝罪す

る会社の代表）とは、大きな違いです。

更に、驚くことは、司法側の立場で出て

くる調停委員迄が、「調査報告書を読んで、

建築基準法令違反の箇所について、判明し

ていることは事実と考えられますが」、と

ころで、この欠陥事項によって、本件建物

がどれだけ危険なのかを証明してくれませ

んか（どの位の大きさの地震で壊れるかに

ついて）。と発言されては、おそらく誰も

説明はできないことは明らかです。

そして、その瞬間施工した業者は心の中

で、勝ったと，思っているでしょう。

これで、この件は、勝着状態になり、解

決の道が遠くなってしまいます。その上、

この中へ、学者が入ってきて独自の考えを

論じてくると、更に深い迷路に突入して、

解決はいっそう困難になります。

( 5 ) 

一級建築士藤島茂夫（東京）

この様な状況について、他の業界との差

異はどこにあるのかが、大変疑問に感じて

います。

その理由は、二つあると思います。

一つは、建築基準法という土俵（枠組）

をでてしまい、ボーダレスにしていること

です。

二つ目は、建築基準法で云う最低基準は、

建物に大きな地震力が作用しても、歪みは

残るが倒壊はさせないことを最低として、

仕様及び性能を政令等で決められています。

即ち、倒壊とか崩壊については、論外とし

ているこを、専門家が認識していないこと

です。

その他、欠陥についての客観的評価基準

が、現時点では確立されていないことです。

そして、判事は調停委員の意見を鵜呑み

にしているのではないかと思われます。

以上のような事実を、専門家が調停室及

び法廷で発言した内容の一部をまとめまし

たので、検証してみてください。

2 .発言事例 O印が発言（説明）内容

1 ）建築基準法違反について。（法第1条）

O基準法違反箇所か存在しても、現に建っ

ているから安全である。

0既に、震度4程度の地震を経験してい

るが、被害はない。

O建物のほとんどが違反している。

2 ）コンクリートのひび割れについて。

（令第36条3、第75条）

0乾燥収縮だから避けられない（当然）。
Oヘアークラックだから問題ない。

0構造クラックではないので心配はない。

Oひび割れのないコンクリートは存在し

ない。

0ひび割れではなく、隙間ではないのか。

（大学教授）

3 ）コンクリートの打込み不良（令第72条、



74条）ジャンカ、コールドジョイントに

対して。 0一部であるから問題はない。

0除去して補修できるので心配はない。

O構造部材ではないので問題はない（指

摘箇所が）。

4）鉄筋のかぶり厚さ不足について。（令

第79条）

O測定個所の平均値が適合しているので

問題はない。

0測定の方法に問題がある。
Olcm2cmを取り上げていたら、社会問

題だ。建物は建てられない。

0床の場合、鉄筋が露出していても崩壊

はしない。（大学教授）

5 ）帯筋及び肋筋の間隔について。（令第7

7条）

O測定個所の平均値が適合しているので

問題はない。

6 ）規模、形態の変更について。

O建売住宅なので仕方がない。

0消費者に安く提供するためには、変更

も仕方がない。

7）重大な欠陥に対して。

0地球資源確保のためには、取壊さない

ほうが良い。

0宮大工が埋め木等で補修すれば、補修

が可能である。

8 ）木造建物の基礎欠陥について。

0施行令第42条2では、無筋コンクリー
ト造でも良いと書いてある。

0この建物は木造であるので、鉄筋コン

クリート造の基準は摘要されない。

3.結論

上記に記載した内容をみれば明らかな

ように、専門家の発言とは思えないような

ひどい内容であり、これが現実です。

『建築基準法をザル法にしている調停委

員や鑑定人、広くは建築の専門家ですj。

故に、専門家の質を如何に高めていくかに

なると思います。

ネットの皆さん頑張って、問題解決に

向けて勉強してください。

以上

離襲撃輔鞠離警鞠響難欝鵬甥糊鶏撃事雪襲

現在の建築基準法は中間検査制度ができ

てからは中間検査の行われたものについて

は、構造安全性が飛躍的に但保されるよう

になり専門家的立場からはザル法ではなく

なったといえる。むしろ、今迄の「仕様規

定」だけの状態から「性能規定」が包含さ

れた事により、安全性の検証作業が複雑、

高度化した所に鑑定作業等の困難が予想さ

れる。

加えて、今回の吉良判決は安全で良好な

建築物を設計しようとしている善良な建築

士にとっては、「欠陥は認めるが、損害は

認めない」という暴論は建築基準法の目的

をも理解していない裁判官そのものが建築

基準法をザル法化しているものと映るので

( 6) 

一級建築士 山本正道（京都）

ある。

建築基準法は第1条（目的）において、

「この法律は建築物の敷地、構造、設備及

び用途に関する最低の基準を定めて、国民

の生命、健康及び財産の保護を図り、もっ

て公共の福祉の増進に資することを目的と

する。」としており、第20条で「建築物は、

自重、積載荷重、積雪、風圧、土圧及び水

圧並びに地震そ

の他震動及び衝

撃に対して安全

な構造のものと

して、次に定め戚

る基準に適合す

るものでなけれ



ばならない」と定義されている。そのうち

一般には暴風とか地震が無い状態で建って

いる時に発生しているのが自重と積載荷重

である。自重と積載荷重を常時荷重という

のであるが、常時荷重時に建物を安全なよ

うに設計したり、建てるのは容易である。

まず、常時荷重時に崩壊する建物は誰も造

らないだろう。

もし、造ったらすぐに崩壊し、生命の問

題になり、その業界での活動はしていられ

なくなるだろう。重要なのは地震、台風が

頻発する日本においては当該水平力に対し

て安全性が十分に検討されなければ建築物

としての機能が満たされないという事であ

る。

今回の福本先生の耐震、耐風安全性に関

わる単体規定の由来のお話は、如何に学者

や専門家が国民の生命を守る為に地震や暴

風に対して危険を予防し、損害の発生を最

小限にくい止めようと努力してきた変遷の

歴史であり、建築士も弁護士、もちろん裁

判官もこの法の根底に流れる安全性という

ものに対する基本的認識をーにしたいもの

である。

（〔横浜大会報告5-3〕「建築基準法はザル法か」発言要旨］

数年前までは、自宅の3階の窓から毎年

8月16日の大文字の送り火が見えていま

したが、すぐ近くに4階建の個人住宅がで

きて以来、ベランダに置いた椅子の上に上

がらなければ見えなくなりました。前面道

路の斜線制限から、本来3階までしか建て

られないのに、工事の終わり頃に急いで4

階目が造られ、不審に思い、京都市の建築

課に駆け込みました。関連部署の係員が調

べに行くということで、帰ってきましたが、

その後どうなったのかは不明で、そのまま

4階建ての住宅は建っています。忙しさと

2方面の意見により、追求をやめたからで

す。いわゆる、泣き寝入りです。

一つは家の者の意見で、どのような人が

入居し、今後どのような危害を加えられる

かわからないから、余計なことはしなさん

なということでした。もう一つは、ある一

級建築士の意見ですが、日本では地価が高

いから見逃しておいたら良いのではないか、

ということでした。

それまでは私もぼんやりと、建築基準法

にも罰則規定があるにはあるけれども、軽

いものなので、違反をする人が減らないの

ではないかという程度に考えていました。

滋賀県立大学助教授福本和正 （滋賀）
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今回、建築基準法に罰則規定があるのかど

うか調べてみましたところ、違反建築物に

対する措置の第9条があるものの、それは

原状に復帰させるために、公告・開示の手

続きが何段階も取られており、時間ばかり

かかって、あれよあれよと言っている内に

工事が終ってしまう怖れがあるという思い

をしました。

昭和56(1981）年に、建築基準法施行令

中の耐震基準が改訂追加されて、いわゆる

「新耐震設計法」になり、 1次、 2次設計法

の2段階で耐震設計をすることになってい

ます。この 2次設計では、数10年から100

年に1度程度の確率で起こる比較的大規模

な地震に対して、ひび割れ等の損傷を受け

ても建築物を崩壊させず、人命を保護する

という重要な使命を帯びています。構造の

分野では、ニュートンの運動の法則に従っ

て、物理的・客観的に力が加わり、自然の

法則によって裁断を受け、人命が奪われる

ことを最も怖れます。したがって、ごまか

しがきかず、罰則により違反をさせないと

いうようなことは不要で、人命を奪うよう

な建物を造ってはならないということが、

至上命令の世界と考えています。



llU闇醐聞

私と建築基準法との関わりは、耐震基準

の面からが主ですので、主としてこの面か

らその基準の変遷と経緯について、解説さ

せていただきます。

1. 市街地建築物法における耐震基準

市街地建築物法は、大正8年に都市計画

法の姉妹法として制定されました。わが国

における近代法制による最初の建築法規で

す。

建築物の構造計算に関しては、同法第12

条に定められ、具体的な規定については、

市街地建築物法施行規則に定められました。

制定当初は、自重及び積載荷重の鉛直方向

のみを考慮した許容応力度設計法で、地震

力については規定されていませんでした。

建築物の耐震基準については、大正13年

に、同法施行規則が改正され、第101条の

2に、国の法令としては、世界に先駆けて

建築物の耐震基準が盛り込まれました。

わが国では、明治に至るまでの聞は、ほ

とんどが木造建築物であり、建築物の地震

被害を踏まえて経験的、伝統的な建築工法

が積み重ねられてきており、今日で言う工

学的な耐震設計法というものはありません

でした。

明治以降、外人教授やわが国の少壮学者

によって地震学や地震工学の研究が鋭意進

められてきましたが、明治24年の濃尾地震

を契機として、政府内にも地震予防調査会

が設置され、国としても地震防災に関する

研究開発が進められることになりました。

大正4年に佐野利器博士により、「家屋

耐震論」が発表され、この中に、その後半

世紀にわたり耐震設計法として使われてき

ました「震度法」が提案されました。

大正12年の関東大地震後の建築物の被害

調査では、佐野博士が提案した「震度法」

( 8) 

滋賀県立大学助教授福本和正（滋賀）

により設計されたものは、ほとんど被害が

なく、このため、建築物の耐震性を確保す

ることを目的として、大正13年に、市街地

建築物法施行規則を改正し、この「震度法」

を建築法令の中に盛りこんだものです。

市街地建築物法によって定められた耐震

震度、 W：建築物の重さ）

2 ) 水平震度kは、 0・1以上とします。

3 ) 材料の許容応力度は、材料の破壊に

対して、 3倍の安全率を持つものとします。

4) 建築物の高さは、 100尺（3lm）以下

とします。

2. 建築基準法における耐震基準

昭和25年に、市街地建築物法の後を受け

継ぎ、建築基準法が制定されました。そし

て具体的な技術的基準は、建築基準法第36

条の規定に基づき、建築基準法施行令第3

章「構造強度」に定められています。建築

物の災害や建築技術の進展に伴い、何回か

改正され、今日に至っています。

基本的な内容は、市街地建築物法の震度

法を用いた許容応力度設計法ですが、建築

基準法では、許容応力度を、従来の 1種類

から、長期と短期の2種類に分けたことが

変わっています。すなわち、平常時には、

荷重として固定荷重、積載荷重（多雪区域

においては、更に積雪荷重）によって、建

築物の各部に生じる応力を計算しますが、

地震時、暴風時、積雪時においては、これ

らに加え、荷重及び外力として、地震力、

風圧力、積雪荷重を使い計算することにし

たもので、前者を長期、後者を短期として、



それぞれの許容応力度を定めたことです。

また、短期の許容応力度の数値を、従来に

比べ、 2倍に引き上げたことにより、外力

となる地震力の算定に用いる水平震度を、

従来の0・1以上から、 0・2以上に引き

上げています。

3. 建築物の地震被害と「新耐震設計法」

の開発

昭和25年に建築基準法が制定されて以来、

わが国に於ける建築技術の革新は著しいも

のがあり、耐震設計法に関しても数多くの

研究開発がされました。強震計の開発、設

置による各種の地震記録の蓄積と電子計算

機の急速な発展、普及によって、構造計算

における解析技術も飛躍的に進み、動的設

計法の体系が整えられました。

昭和38年に建築基準法が改正され、特定

街区制度の導入に伴い、従来の絶対高さ制

限 (loo尺制限）が一部撤廃されたことに
より、動的設計法を用いた超高層建築物の

建設が可能となり、 31mを超える建築物は

もとより、 lOOm、200m級の超高層建築物

が数多く出現してきています。

このように、超高層建築物等の最先端技

術を用いた建築物が建設されている中で、

地震の度に、一部の建築物といえども多大

の被害をもたらしていました。このような

耐震設計のアンバランスを解消し、より合

理的な耐震設計法を確立することが、新潟

地震や十勝沖地震などが発生する度に、強

く要請されてきました。

このような情勢により、建設省は、昭和

47年度に創設されました総合技術開発プロ

ジェクトの第1号として「新耐震設計法の

開発」に着手し、 51

年度まで5カ年にわ

たり実施されました。

その成果は、「新耐

震設計法（案）」と

してとりまとめられ、

( 9) 

昭和52年3月に一般に公表されました。

4.建築基準法施行令耐震基準の改正

「新耐震設計法（案）」は、かなり学術

的色彩が強く、現実の設計に適応させるた

めの簡略化が必要でした。そこで建設省は、

建築基準法施行令の全面的な見直し作業を

進め、その結果昭和55年7月、建築基準法

施行令の一部を改正する政令として公布し、

昭和56年6月1日から、新耐震基準を施行

しています。その問、既存建築物対策、地

震地域係数に関する建設省告示の改正、耐

震指導指針等の地震対策を講じています。

この建築基準法施行令の耐震基準の改正

は、昭和25年に建築基準法が制定されて以

来30年ぶりの大改正であり、その考え方と

しては、大正13年に市街地建築物法に初め

て耐震基準が盛り込まれて以来56年ぶりの

大改正になるものです。また、市街地建築

物法でもそうでありましたように、今回の

耐震基準の改正もまた、国の法令としては

世界に先駆けて新しい耐震設計法の考え方

を盛り込んだものです。

この建築基準法施行令耐震基準の改正の

基本的な考え方の内の一つに、「地震に対

する建築物の安全性については、建築物の

耐周年数中しばしば起こる中小規模の地震

に対して建築物の損傷を防止するとともに、

数10年から100年に1度の確率で起こる比

較的大規模な地震に対して、ひび割れ等の

損傷を受けても建築物を崩壊させず人命を

保護する」ということがあります。

5.新耐震設計法以後の動き

昭和56(1981）年6月1日に「新耐震設

計法」が施行されて約14年後の、 1995年1

月17日に発生しました「阪神・淡路大震災」

での建築物の被害は、戦後最大のものとな

りましたが、その概要は次のようになりま

す。

1 ) 新耐震設計法の施行以前に建てられ



しています。ました建築物に、倒壊・大破等の大きな被

害を受けたものが多いこと。

2 ) 最低基準としての新耐震設計法は、

水準面でもほぼ妥当であること。

3 ) 新耐震設計法の施行以後に建築され

た建築物でも、倒壊、大破等に至った事例

があり、これらは、不適切な設計・施工や、

剛性・強度の不均衡、品質管理の不備によ

るものであったと指摘されています。

これらの指摘を受け、平成7年12月に、

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」

が施行されるとともに、建設省は「鉄骨造

建築物の柱の脚部に関わる措置」、や「鉄

筋コンクリート造等の建築物の特定階にお

ける崩壊防止に関わる措置」の告示を改正

また、最近の規制緩和、国際協調、建築

物の安全性の一層の確保及び土地の合理的

利用の推進等の要請に的確に対応した新た

な建築規制制度を構築するため、民間機関

による建築確認・検査制度の創設、建築基

準への導入を始めとする単体規制の見直し、

建築確認等の円滑化のための新たな手続き

制度の整備、中間検査制度の創設、一定の

複数建築物に対する建築規制の適用の合理

化等の措置を講ずることを内容とした建築

基準法の改正が行われ、平成10年6月12日

に公布され、平成12年6月から施行されて

います（「建築基準法の一部を改正する法

律」）。

・・・・・・・・・・・・・．．．．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，．．．．，．．『

日弁連消費者問題対策委員会が平成9年に『欠陥住宅被害救済の手ヲIJを世に出して
から早5年が経とうとしています。

それまでも欠陥住宅紛争に関する書物はあったものの、市民向けの相談本や論点ごと

の論文集が殆どで、津田和也先生の『欠陥住宅紛争の上手な対処法j等を除けば、弁護

士を中心とした建築紛争に携わる人にとって「使える手引書」はありませんでした。

そういった当時の状況において、日弁連として作った手引書が本書（初

版）であり、「あとがき」で吉岡先生は、「まだまだ内容には不十分さが残‘、、~

ることはあえて承知のうえで、本書をとにかく早期に発刊することが欠 F再手兵;r
陥住宅被害の予防と救済に資するものと信じ…る。今後、一層の研究を 噌湿~

深め、さらに本書の内容を深めていきたいと念じている」と書いておられます。

その後、欠陥住宅全国ネットの活動や個々の事件処理等を通して、欠陥住宅紛争にお

ける理論的深化や実務的ノウハウの蓄積が図られてきたとともに、意義ある判決も勝ち

取ってきました。

かくして、今回、満を持して再び世に送り出すのが、この『欠陥住宅被害救済の手引

（改訂版）Jです。
土地住宅部会では、昨夏に原稿を確定させる予定でしたが、議論を重ねた結果、発刊

が遅れました（田口社長から「単に原稿の集まりが遅いだけ」とお叱りを受けそうです

；が、それだけではありません）。早期発刊自体に重きを置いた初版の時とは状況も違い、

せっかく改訂する以上、「現時点での到達点を示せるもの」、「（日弁連が出すことの意味

も含め）信頼に足る権威あるもの」、「使える手引書の決定版」を目指す意気込みから、

妥協を排して討論をしてきたつもりです（なお、河合先生のご努力なくしては完成に漕

ぎ着けませんでした）。

皆さんの座右の書になれば幸いです。 ． ． ・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
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弁護士千葉晃平（仙台）

赤いジャケットに楓爽とした立ち振る舞い。流暢な日本語での優しい語り口。韓国消

費者連盟鄭光諜会長の第一印象でした。

そして、激務のなか時間を割いていただきお話し頂いた御講演『韓国

の欠陥住宅事情と消費者被害救済の手法jは、微力ながらも欠陥住宅被

害者救済に取り組もうしている私にとって極めて示唆に富むものでした。

まず、「韓国では、住宅問題で訴訟になることはほとんどない。」との

言葉。何故だろうか。それは、行政段階での指導が強く訴訟に至るまえに解決すること

が多いからとのことでした。日本の行政が業者に有利な時だけ強い指導を行い、被害者

救済の場面では全く無力なこと、建築基準法自体行政に住宅の最低限の安全性を担保す

る権能を与えていながら全く形骸化していること等を思い複雑な気持ちになる一方、行

政の偏派的態度や怠慢を追及していく必要を感じました。

また、韓国では何故欠陥が生じにくいのかについては、「韓国でも虚泰愚の住宅政策

で多くの欠陥がでたし、アパートについての暇庇はあった。しかしながら、消費者団体

で欠陥をだした業者リストを作り、また、推薦できる業者を教えることによって、欠陥

は生じにくくなった。」とのこと。日弁連でも相談件数の統計等企業名を実名で報告し

たことがありましたが、反対意見等あり実名報告はなくなりました。しかし、現実に欠

陥住宅を作り出した企業は明らかにされてしかるべきであろう。韓国での実例がその有

用性を示している。もっとも、推薦できる業者を教えることには、少し驚かされました。

さらに、「モデルハウスを写真に撮り、少しでも違えば賠償。」との言葉には、モデル

ハウスやパンフレット記載事項は契約の内容ではない等と聞き直る業者を思い出させら

れ、「殻庇の保証金を積み立ててある。何故日本にないのですか。」「施工段階での光熱

費を請求されたら詐欺ですよ。」との言葉には、それが常識的だなと思わされ、「台所棚

崩れがあり、怪我・破損等あれば施工者へ行政罰がある。」「消費者が我慢するな。」と

の言葉には、そうだと領かされました。

このように、鄭光諜会長の一言一言に示唆・刺激を受け聞き入っているうちに、あっ

という聞に予定時聞が終了してしまいました。

最後に「韓国でも全国研のような組織作りたい。」とおっしゃられていましたので、

いずれ日韓で交流会が聞かれることを楽しみにしつつ、その時には、現在の欠陥住宅被

害が過去の遺物として報告できることを切に願っています。

所在ない文章になってしまい鄭光諜会長の講演内容を正しくお伝えできているか甚だ

不安ですが、感想を述べさせていただきました。 以上

！ ホームページをぜひご覧くだ、さい！ ., 
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品確法に基づく性能表示住宅については、

昨年末で約6万戸の設計段階での評価書の

申請がでている状況にある。新聞のチラシ

や広告でも、性能評価住宅であることを売

り物にする新築住宅の宣伝も少なからず見

受けられるようになった。当初、初年度は

年間10万戸、 5年後の制度安定期には年間

新築住宅戸数の約40%にあたる50万戸の利

用を想定していたことからすれば、景気の

低迷もあって出足は鈍いものの、この住宅

性能表示制度は、建築基準法改正における

性能規定化、及び品確法で全ての新築住宅

について建物の基本構造部分の10年間の殻

庇担保責任が定められたことと相まって、

まずは良質な住宅のストックにむけて着実

な一歩を踏み出しているといえるであろう。

ただ、国土交通省が公表している同制度

の実施状況に関する資料によれば、次のよ

うな問題点が指摘できる。

まず、個別住宅での利用が比較的少なく

( 1万戸強）、うちプレハプ住宅が60%近く

を占めているうえ、マンションでの利用に

偏っていることである。このことは、客観

的な住宅性能の比較と個別性能の特性によ

る住宅供給及び購入のインセンテイプを与

えることにより、設計の自由度の拡大と中

小の工務店でも技術力と商品開発力さえあ

れば勝負できる環境を作り、設計・施工一

括請負ー坪単価方式と重層的な下請構造に

乗っかった建築業界の｜日い体質を打破して、

建築士の独立性の強化と業界の活性化を図

るという同制度のもう一つの狙いが十分機

能していないことを示している。これには、

中小工務店では未だ性能規定化、性能表示一

評価制度に即応した技術力、検査体制が整っ

ていないということの他に、基準法改正及

び公庫融資住宅における中間検査に加えて、

この制度の利用による 4回の建築途上での

( 12 ) 

弁護士重村達郎（大阪）

検査が重複し、その結果、一定調整が図ら

れているとはいえ、煩雑な報告書作成を要

するとともに現場工事の段取りがつきにく

いためにこの制度の利用が敬遠される傾向

にあるという現実的な理由も否定し難く、

利用しやすくするための是正措置が必要で

ある。実利を重視する大阪を始め関西にお

いて、性能表示住宅の利用が人口に比して

低い傾向にあることは、現制度の経済的合

理性にやや問題があることを暗示している

ようにも見える。

第2に、設計段階で性能評価書の交付を

受けながら、建設段階で評価書の交付申請

をしない業者が、統計上、 2-3割近く存

在していることである。これは、性能表示

住宅であることを売りにして顧客を誘引し、

設計しながら、建設段階では第三者機関で

はなく自社による性能評価に切り替え、責

任軽減を図ることを意味する。即ち、同法

によれば、評価書を交付した場合はそれが

契約内容とみなされ、できあがった住宅が

評価書と異なっていれば契約責任を追及さ

れるからである。しかし、完了一引き渡し

段階での性能を第3者評価機関がきちんと

検査するのでなければこの制度を利用する

意義は半減するし、また、建設性能評価書

のあることが各弁護士会内に設けられた住

宅紛争審査会への申立要件になっているの

であるから、同制度の運営や利用にも支障

をきたす。従って、このような制度本来の

目的に背く潜脱的な利用を制限するための

手当てが必要である。

今後とも、住宅性能表示制度の積極的な

利用にむけて、融資や税制面での優遇措置、

及び広報につとめることはもちろんである

が、上記の点について改善がなされ、消費

者にとっても多様な選択・利用の機会が提

供されなければ、規格化住宅やプレハブ住



宅に適用される型式性能認証制度等の利用

とそれに伴う建築確認・検査の簡易化等、

この制度が結果的には大手住宅メーカーに

とって使い勝手のよいものに終わり、また、

規制緩和による民間建築確認・検査機関の

創設等ピジネスチャンスの提供、異業種大

資本の新規参入と、ひいては旧建設官僚や

自治体建築主事OB等の新たな天下り先・

再就職先をつくっただけになりかねない。

更に、国土交通省は既存住宅（中古とい

う言葉はイメージの点で敬遠されたらしく、

当初案から用語が変更された）についても、

性能表示－評価制度を本年7月には導入－

即日施行する方向で、現在鋭意検討を進め

ており、同省では、日弁連－各弁護士会に

対し、広く中古住宅をめぐる紛争について

も住宅紛争審査会で扱ってほしい旨、打診

してきているところである。

もともと、品確法では、法改正しなくて

も、大臣告示により中古住宅を性能表示・

評価制度の対象とできるように制度設計さ

れており、現段階の案によれば、全ての中

古住宅について、目視を原則として、半日、

3 -5万円程度の時間と費用で現場検査を

し、既存住宅について「現況検査・報告書」

が交付される予定である。

この制度ができると、①自宅をリフォー

ムする際の現況判断と修理の必要性・箇所

の目安として利用したり、また、②中古住

宅やマンションを購入しようとする場合に、

この制度のモデルともいうべき米国のホー

ム・インスペクション制度と同様に、停止

条件付売買として契約し、この現況調査結

果をふまえて購入価格やリフォーム代金の

交渉に利用したりすることができる。また、

③中古住宅について現状の築何年という物

差しから具体的な住宅性能を反映した価格

査定システムの構築を促すとともに、④欠

陥住宅の相談依頼があった場合の簡易な予

備調査に代行するものとして利用すること

も考えられる。

( 13) 

しかし、法律上は「住宅性能評価書」と

して取り扱われるとしても、実態は目視を

もとにした単なる「現況調査報告書」の域

を出るものではない。また、新築住宅と異

なり、評価書の交付が必ずしも契約内容に

なるものではないとされ（その旨が表紙に

明記される予定である）、中古住宅売買に

おける慣行ともいうべき「現状有姿売買」－

暇庇担保責任の免除又は期間制限を否定す

るものでもない。

また、新築住宅について設計及び建設段

階での性能評価書が交付され、建設途上で

の検査結果や工事監理報告書等もそろって

いて暇痕の有無の客

観的な判断材料があ 淘♂

ることを前提に、簡

易・迅速な紛争解決

ができる条件がある

として各弁護士会が

住宅紛争審査会を受け入れた経緯からして

も、こうした新築性能表示住宅が中古になっ

た場合はともかく、およそ「現況検査・評

価書」の交付をうけた中古住宅をめぐる紛

争が広く持ち込まれることについて、とり

わけ地方の小規模単位弁護士会からは、職

員や紛争処理委員の負担増等もあって反対

論も根強いところである。

従って、既存住宅についての性能表示－

評価制度の導入については、前記の暇庇担

保責任との関係の整理、宅建業法の改正を

含めた住宅取得者への説明義務の徹底、住

宅紛争審査会における受け入れの範囲等に

ついて、詰めた議論が必要である。

そのうえで、所詮、実態がこの程度の現

況調査報告書であれ、こうした制度を導入

することが、中古住宅・マンションの購入

者に対する性能情報の開示とそれを反映し

た価格形成を通した中古住宅売買市場の適

正化・活性化及び適宜のリフォーム等を促

し、個々の住宅についての修補・検査履歴

台帳を整備することにより、ひいては日本



の住宅全体の質の向上につながるものとし

て一定肯定的に評価するのか、それとも、

こんな不十分なものならば導入しない方が

ましであり、中古住宅売買における暇庇担

保責任制限の厳格化ー特例制度の創設や、

欠陥住宅の撲滅にむけた宅建業法の説明義

務の強化、監理放棄建築士の処罰の徹底及

び強制的な建築過誤保険制度の導入等のほ

うが先決であるとするか、対応が別れると

ころかもしれない。

ネットの活動は、個別欠陥住宅被害の救

済から始まり、現在でもそれが後を絶たな

い状況から、引き続き粘り強く取り組むべ

き課題であることにかわりはない。しかし、

その段階から、現在では、被害の予防、更

には、自分だけがよければいいという発想

ではなく、住宅が都市及び都市計画におい

て果たす役割、街づくりにも眼を向け、日

本の住宅の質全体及び住環境をどう良くし

ていくかという視点で活動すべき時期にき

ていることは間違いない。新築・中古を問

わず、住宅性能表示・評価制度は、少なく

とも、こうした内在的な契機と問いかけを

含むものである。改革を恐れてはならない。
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本件は、いわゆる典型的な木造3階建て

住宅（いわゆる売建）のケースにおいて、

建替費用に必要な額をもって損害と主張し

た事案である。

これまでも同種事案において、建築業者

や販売した売主の責任を制限する判断はい

くつかあった。例えば、取庇ある建築をし

た請負人が発注者からの買受人に対し不法

行為責任を負うのは、積極的な加害意思が

ある等特段の事情がある場合に限られると

判断したものして神戸地裁判決平成9年9

月8日（判時1652号113ページ）等がある。

本件の特徴は、建築基準法規違反による

不法行為の存在を認めながら、物的な損害

を一切認めなかった点にある（その論理構

成については後記）。

他方、本判決は、建築基準法違反をもっ

て私法上の不法行為責任を認めた点，高額

な慰謝料を認容した点、建築業者にも不法

行為責任を認めた点等、子細に検討すれば

評価できなくはない点も存する。

しかし、木造3階建て住宅における欠陥

を余りに過小評価している点で根本的な不

満が残り、原告側は、現在、控訴している。

控訴審においては、京都ネットの全面的な

協力を得て、建築基準法規違反が具体的に

どのような危険性を有するのかという面、

及び民法上の視点から損害を認めないこと

の不当性という面の二面から主張を補強す

るという訴訟活動を行っている（詳細は、

後述。本稿作成時にはまだ次回口頭弁論期

日が指定されているのみである）。

同種事案において、修補可能性が争点と

なる可能性が非常に高いであろうが、本件

では、被告らにおいて、この点についての

具体的な主張立証はなかった（わずかに建

築施工業者から修補方法に関するメモ書き

のような書証が提出されているが、証拠力
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としては限られたものであると思われ、判

決理由中の判断においても、修補が可能か

どうかという点についての言及はなく、そ

もそも争点として整理されていなかった）。

【事案の概要】

・平成5年11月29日売買契約（売建契約）

・木造3階建て（ 1階ガレージ。狭小間口。

施工された建物には構造計算はなされてい

ない）

－売買代金合計3460万円

（内訳土地1764万6200円建物1646万円

建物消費税49万3800円）

－売買契約直後から雨漏りがする等のトラ

ブルがあったため、買主は、不動産適正取

引推進機構において売主、建築施工業者、

仲介業者との聞で、平成10年4月3日，示

談が一旦、成立（ただし履行はなされず）o

・平成11年5月12日提訴。

【請求の法的構成責任原因】

（売主） ：個人。ただし，不動産会社経営

者。売主側仲介業者代表者の実父。

1.殻庇担保

2 .不法行為

（施工業者） ：個人（後に法人成りして営

業を承継したので被告は現在の法人とした）

1.不法行為

（仲介業者2社）：売主側仲介業者は，実

質的なデベロッパー。

1.債務不履行

2 .不法行為

（建築確認申請上の建築主【売主側仲介業

者従業員】）

1.不法行為

（建築士【確認申請の代理のみ。監理につ

いては名義貸しなし】）

1.不法行為



【請求の法的構成損害1
1.建替費用

①取り壊し

② 再築費用

2.代替建物レンタル費用及び礼金

3.引越費用

4.登記費用等

5 .精神損害（慰謝料） 300万円

6.調査鑑定費用

7.弁護士費用

合計3064万9359円

本件においては，暇庇担保による売買契

約解除は主張していない。

【判決主文】 原告は、控訴。

1.対売主、売主側仲介業者、建築主、施

工業者・・一部認容

287万7500円

（一部認容された損害の内訳）

① 慰謝料 200万円

② 調査費用 57万7500円

③弁護士費用 30万円

2 .対買主側仲介業者、建築士・・請求棄却

【判決理由】

1 安全性保持のための構造耐力上・防火

上の基準を下回る住宅であることの認定

「・・以下の通りの構造耐力上・防火上の

欠陥（以下「本件欠陥」という。）があり，

大地震等による当会や建物の捻れ崩壊を招

く危険性を内包した建物で、法や法施行令

による安全性を保持するための構造耐力上、

防火上の基準を下回る住宅である」

(1) 1階、 2階の耐力壁が相当程度不足し

ており、既存の筋交いんじも筋交いプレー

トが設置されていない。

(2) 3階建ての建物の場合には、地震、風

圧時に耐力壁の回転により柱が浮上する力

が働くので、それを防止するために隅柱と

基礎等を緊縛するホールダウン金物を 1階

の柱脚部に11カ所必要とするが、いずれの

( 16) 

箇所にもそれが設置されてない。

(3) 和室部分を除いて、床面の水平剛性

が不足しており、応力の伝達機構上の欠陥

を有している。

(4) 偏心率が1階X軸方向で0・549であ

り、水平力に対する安全性を欠く。

(5) 1階天井裏の筋交いと梁の部分に隙

聞が生じている（甲 5［注： 一級建築士の

建物取庇についての報告書】の資料B1の

イ）などの施工の不良箇所がある。 1階北

側和室、 2階南側和室の柱の小径は10セン

チメートルであり、法施行令136条の 2第

5号、建設省告示第1905号第2に定める防

火構造になっていない。

(6) 1階浴室部分の天井、すなわち 2階

床下直下部分の構造は、厚さが12ミリメー

トル以上の石膏ボードによること等の法施

行令136条の2第6号、建設省告示第1905

号第三及び四の防火構造に適合していなし＝。

2 不法行為の認定

(1）建築基準法違反の意味

「建築基準法令による基準はあくまで公

法上の法律関係であるが、それは建物の安

全性を保持するための最低限度の基準であっ

て、本件欠陥は，それらの基準を充たさな

いと同時に建物の居住者等の生命、身体及

び財産のための安全性を欠くものと認めら

れ・－」

(2）不法行為の認定

「かような欠陥がある本件建物を建築し

て販売することを計画して知子した被告・．．

は、本件建物の購入者である原告・－に対

し、本件欠陥による損害につき、共同不法

行為責任（・・）を免れないというべきであ

る。」

3 損害

(1）再築費用

「原告・・の生命・身体や財産に対する具

体的な被害が現実に発生したものとは認め

られない。また、一本件建物は、本件欠陥

があることにより、現在これに居住する原



告らが直ちに退去し、これを撤去して建替

えなければならないほどの具体的な危険が

ある状態であるとまでは認められず、

原告らは依然としてこれに居住しており、

それなりの経済的価値があることもまた否

定し得ないと言うべきである。そうすると、

このような場合には，本件欠陥により原告

に現実に発生した損害として、建物を撤去

して新たに再築する費用分の損害を認める

ことはできない0 ・・」

(2) 慰謝料

「原告・・は、本件建物に本件欠陥がある

ことにより地震等でその生命や身体に重大

な被害を被るかもしないとの将来の危険に

さらされた状態となったもの・－」

(3) 調査費用

(4) 弁護士費用

過失相殺は認めなかった。

【現状】

双方控訴。控訴審より、欠陥建築京都ネッ

トの全面的なパックアップによって、主張、

立証の再構成を行っている。

控訴審において、原告側は、以下の2点

に注力した主張の補充を行っている。

【主張関係の追加】

(1) 損害論の再構成

売主に対する関係では、取庇担保と不法

行為の二本立てとなっているところ、損害

について、信頼利益構成によっても建替費

用相当額が必要であることを主張として追

加した。

また本件では、建物価格よりも高額な建

替費用を認めることについて裁判官の跨踏

があったのでないかと推測されるところが

あったので、松本教授の示唆に従い、建替

費用相当額の損害填補を求めることが実質

的にも衡平にかなうことを主張として追加

した。

(2) 建築基準法違反の建物が具体的な危

(17) 

険性を有することを改正の沿革に照らして

主張

建築基準法上の違反があっても、原審判

決は，建物が現に居住の用に供されている

ことから具体的な危険発生を認めず、結果

的に損害を認めなかった。これは、建築基

準法違反の建物についての危険性認識が裁

判官に不足していると考えられた。そこで

現実の災害に即して建築基準法が順次改さ

れていった経緯を丹念に主張した。

【立証関係の追加】

また立証としては、次の2点、を追加した。

一つ目は、耐震調査に携わってきた滋賀

県立大学福本助教授の意見書である。これ

によって、構造安全性を欠くことが、特に

大地震の予想される近畿圏において非常に

危険であること及び建物の構造安全性は、

長期荷重と短期荷重の二点から検討される

べきものであることを指摘することが出来

た。

二つ目は、地盤の地耐力を測定し基礎

（布基礎）が不十分であることの意見書で

ある。これは、現地において，スエーデン

式サウンデイングを実施した結果に基づく

ものであり、敷地の地耐力に対し、基礎の

幅が大幅に不足していることを指摘するこ

とができた。

【最後に】

控訴審裁判所は、控訴人からの新たな証

人申請に消極的で、書面審理だけで終結し

ようとしている姿勢を見せており、結果に

ついては予断を許さない。

しかし、建物が現に建っていれば物的損

害を認めないというような安易な判断が認

められれば、結果的に国民の多くを危険に

さらすことになる。これは、欠陥建築問題

に携わる者として看過できない事態である。

我々吉良弁護団は、裁判所の目を見開かせ

るよう最後まで努力を続けたい。



＝軍縮 鰐弓闘世稿用＇sl捷4抑留re=：＝雪温室＝ココ車場墨
建築士池本智汎（宮崎）

1.本件の概要

敷地の北側、東側に高さ 2～ 5mのL型

擁壁を設置し、宅地造成をした。 5m以上

の深い埋戻しを行ったにもかかわらず、造

成完了10日後には建築基礎工事に着手した。

ユニットボ、ツクス型の住宅だから、その日

日後には3階建ての組立が終わった。これ

では、不同沈下が起こるのは自然の理であ

り、当然問題になる。業者も非を認め、改

修案を提示した。時間の経過と共に改修案

が数種提案されたが、どの改修案も施主と

折り合いがつかない。困り果てた業者が、

何とかしてくれ、と調停を申し立てた。

2.調停申し立て時の業者による改修案

(1) 擁壁工事の不良個所は手直し及び一部

解体してやり直す。地盤面の不陸は、再転

圧して不陸をなくす。

(2）建物の不同沈下は、アンダーピーニン

グ工法（と業者は言う）で現状のまま基礎

ごと建物を持ち上げ水平にする。

3.施主要求

擁壁等造成工事及び基礎工事は全てやり

直し、建物は新しいものに取り替える。但

し、この要求が過大であると調停委員が判

断するなら、協議に応ずる。

4 .調停の成立

(1）擁壁及び造成工事は、業者の申し入

れを認める。

(2）基礎は解体し、杭基礎に造り替える。

(3）建物は、ユニット毎に解体移設し、

基礎工事完了後に新基礎上に戻す。

【この結論は、当初業者が申し入れてい

た、改修案と同じ1
5 .本件の問題点

アンダーピーニング工法にこのような使

い方があることを私（池本）は知らなかっ

たので、この提案には驚いた。まず頭に浮

かんだのは、この工法で十分な杭支持力は

( 18) 

得られるのか、継手の溶接は安全か、であっ

た。とにかく以下の理由で、この工法は拒

否し、基礎は新しい杭基礎で決着した。業

者（の下請）はよくやっている工法だと言

うし、その後、本欠陥住宅ネットの建築士

会員も数人が認めていることが分り、又、

品確法の「住宅紛争処理技術関連資料集」

にも提案されている工法ではあるが、問題

点が多い。

(1）業者提案の本件工法

設計：建物総重量を杭本数で割って、杭

1本当たり 7Tの重量が加わる。従って、

杭耐力としては、鋼管杭¢165・5×5・
0 （単位mm）で十分である。杭全長を 7m

と仮定し、長さ0・

7mの杭を10本つ

なぎとする。

施工：所定の場

所の基礎周りを作

業に必要な深さと

広さに掘る。基礎の真下に 0.7 mの杭を

据え、基礎との聞にジャッキを取り付ける。

このジャッキを利用して建物の重量で杭を

埋め込む。杭が埋め込まれたら、次の0・

7mの杭をジャッキと埋め込まれた杭の聞

に据え付け、溶接接合をする。これを繰り

返して杭をつなぎ1本の杭が出来上がり、

次の場所に移る。この要領で必要本数の杭

を埋め込み、最後に建物全体の水平を調整

して、杭頭と基礎を緊結する。

(2) この工法を拒否した理由：①工事中の

建物の自重だけの力で埋め込むので、それ

以上の力（地震時や台風時に加わる鉛直荷

重）が加わったときにこの杭が沈下しない

という保証がない。②杭の位置によって荷

重が異なることに対する配慮不足。③提案

された継手部溶接工法は、開先や裏当金が

なく不完全溶接になる。



6.このアンダーピーニング工法の問題点

ここでこの工法の問題提起したい。

(1）建設省告示第111号（改正第1623号）

第3によると、基礎杭の支持力（長期）は

極限支持力の1/3と規定している。これか

ら考えると、杭打込み時の支持力は必要支

持力の3倍が必要である。この工法では、

例えばある杭が5Tの支持力が必要なら15

Tの圧入力で杭を圧入しなければならない。

ジャッキを使って杭地点で建物を持ち上げ

ることになるが、一方他の地点では地面が

建物を支える。その両支点間にある布基礎

は上部の建物を支えなければならない。こ

の布基礎は、上部からの荷重に耐えうるか、

の検討が必要であり、場合によっては補強

が必要となる。当然杭自体の強度と地盤支

持力も15Tに耐えられなければならない。

(2) 建築学会「建築基礎構造設計指針」 6・

1節杭基礎設計の基本事項10では、「杭の

継ぎ手部・先端部は十分に応力を伝達でき

るものとする。」となっており、接合部は

母材（鋼管杭）と同等の強度を求めている。

上記「設計指針」より前にあった建築学会

「建築基礎構造設計基準」では、溶接接合

に対する信頼がまだ足りなかったので、完

全な溶接を求めながら、溶接接合部1ケ所

につき 5%の強度低減を規定していた。 10

ケ所では50%になる。しかし、その後に杭

の溶接工法の研究が進み、それらの工法に

よればほぼ完全な溶接接合部が得られるこ

とになったので、「設計指針」では低減率

を廃止した。

(3）溶接工法は一般的には3種類ある。突

合せ溶接、隅肉溶接、部分溶込み溶接であ

る。このうち母材と同強度が得られる溶接

工法は突合せ溶接のみである。

完全な突合せ溶接を行うには

裏当金が必要である。裏当金

とは、鋼材を溶接する時に出

来る溶着金属を裏側に漏らさ

ないようにするために、溶接
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面の裏側に取り付ける鋼板である。（場合

によっては裏当金を付けずに、漏 出た溶

着金属を裏側から削り取り、裏側から再溶

接する工法もあるが、鋼管杭には適さない。）

そして鋼材の厚みによっては、溶接が行い

易いように接合面の鋼材を開削する。これ

を開先加工と言う。溶接作業の基本は下を

向いて行う下向き溶接であり、一番容易な

溶接工法である。鋼管杭の溶接は横向溶接

になる。下向きより難しい溶接である上に、

現場作業は工場作業より条件が悪い状態で

の溶接になるので、現場溶接に秀でた溶接

工でなければならない。溶接工は横向溶接

の資格を持ち、現場での溶接技量試験に合

格した者を採用しなければならない。また、

上記のように接合部を加工をしなければな

らない。その上、溶接棒の種類や溶接電流

及び電圧が適切なものでなければならない。

このように完全な溶接を求めるには、種々

の条件が必要である。ただ何となく溶接し

たのでは、不完全溶接になり、危険である。

(4）鋼管杭協会では、 JASPPジョイント

工法を開発し、鋼管杭メーカーはこれに対

応できる体制を取っている。鋼管杭はJIS

A5525で規格化されており、突合せ溶接に

絶対欠かせない裏当金も杭のサイズに合わ

せて用意している。 JISは径300mm以上厚

き6mm以上である。細径薄肉の鋼管杭の

溶接は非常に難しい。又、建設省告示第13

47号（H12.5 .23）の 2.三のニでは鋼管

杭の肉厚は6mm以上とし…、と規定して

いる。

結論：品確法の「住宅紛争処理技術関連資

料集」にある「K-1-2、基礎のジャッ

キアップ＋鋼管圧入工法」（別名アンダー

ピーニング工法）は、溶接に全く触れてい

ないこともあり、安易に使うと問題が起こ

る可能性が大きい。地質調査、圧入工法及

び溶接工法について十分な事前検討が必要

である。そして係争時に、この「資料集」

の一人歩きが恐ろしい。 以上



吉富田開高麗顎臨瞳雲星雲玉喜踊繍童易嘉鱒量豊彊

横浜地方裁判所小田原支部平成7年（ワ）

第64 0号請負代金請求事件、同年（ワ）

第74 6号建築暇庇修補費用反訴請求事

件判決言渡平成 13年11月9日

東京高等裁判所平成13年（ネ）第61 

8 9号係属中

【事件の概要】

施主は平成6年10月居宅の建築を個人工

務店に依頼した。請負代金は2950万円で契

約成立時300万円、中間払1700万円、完成

引渡時950万円の約束であった。平成7年

6月工事は完成し、引渡も完了した。施主

は平成7年5月までに2000万円を支払った。

施主は建物に欠陥があるとして残代金950

万円の支払いを拒否したため業者が請負工

事残代金950万円を請求した（本訴）。これ

に対し施主は暇庇修補費用約3650万円の反

訴を提起した。本契約は公庫の融資付であ

り公庫の「木造住宅工事共通仕様書」が請

負契約書の内容となっている。

本件敷地は周囲を田で固まれており、敷

地からは365日湧水が出ている。過去の水

害で20～30cm敷地に水が出て床下浸水し

たことがあるので、施主は敷地に約30cm

土盛りをしてから建築したい意向であった

が、業者の提案で布基礎の高さを底盤から

62cm、GLから50cmとすることになり、

建築確認申請書添付図面もそのように作成

された。ところが完成した布基礎の高さは

底盤から50～52cm、GLから約38cmであっ

た。現庇は建物本体にも多々存在したが、

主要な暇庇は基礎の構造が設計図どおりで

ないこと、特に高さ不足にあった。また、

布基礎底盤幅が設計図では45cmとなって

いるのに20cm～24cmに仕上がっているこ

と、仮枠を組まないでコンクリートを打っ

たため底盤幅が一定でないことなどの暇庇

( 20 ) 
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があった。

施主はこの補修方法として一級建築士の

詳細な調査報告書に基づき建物をジャッキ

アップする方法以外に適切な補修方法はな

いことを主張し、その費用だけでも2000万

円はかかるとする間瀬建設株式会社（この

種の工事では日本で一、二の実績をもっ）

の見積書を提出した。

一審判決は、施主に対し工事残代金につ

いて約950万円の支払いを命じ、業者に対

し約500万円の修補に代わる損害賠償の支

払いを命じた。約500万円の賠償を命じた

限りでは施主の一部勝訴であるがこの判決

は基礎の補修についてジャッキアップ方法

を認めず裁判所の選任した鑑定委員会の鑑

定結果を盲信し、既存の布基礎に配筋して、

新たにコンクリートを打設すればよい、そ

の費用は80万円であると認定した。基礎の

高さ不足については「基礎の高さは底盤上

端から62cmとされ、底盤上端が建物外側

の地盤面から12cm地下に埋まるように表

示されているが、実際の施工は底盤が設計

図面より厚く打たれて底盤の上端がほぼ地

盤面と同等の高きとなり、その結果基礎の

高さは設計図面どおり建物外側の地盤面か

ら50cmとなっており」と認定し、基礎の

高さ不足は実質上クリヤーされているとい

う驚くべき判断を示した。基礎の高さは地

盤面から実測して約38cmしかないことは

明白な証拠が提出されており、何よりも過

去の水害をもとに基礎の絶対高を問題とし

ているのに、底盤が設計より厚く打たれて

いるからよい等という乱暴な認定は言語道

断であるばかりでなく、布基礎は地下に12

cm以上埋まっていなければならないとす

る建築基準法施行令と公庫仕様書および契

約図面の意味を全く理解しないものである。

鑑定委員会の鑑定結果は、既存の基礎に



継ぎ足して設計図面通りの幅を設ければよ

いとしているが、それではとても基礎の一

体化は確保できず、特に高さ不足に対して

はジャッキアップして基礎工事をやり直す

以外方法がないのに継ぎ足しで足りるとし

ている。また、床下換気口について有効換

気面積が1換気口あたり300cnfとされてい

るのに（公庫基準）実際は170cnfしかない

ことは計測上明白であるのに、平然と公庫

基準に適合していると鑑定する等ずさんこ

の上ない鑑定である。

この判決の最大の殻庇は、建物のジャッ

キアップ方法による基礎の補修を認めない

理由として、「建物全体をジャッキアップ

して基礎・底盤を全部工事し直す方法又は

建物を全部建て替える方法は、暇庇の程度

からみて費用がかかりすぎ、この方法での

寝抗修補を求めることは、信義則上許され

ない。」と判示した点にある。本来なら、

設計図面通り作り直さなければならないが

費用がかかりすぎるから業者にそれをさせ

るのはいかがなものかと裁判所は考えたら

しくそこで判決は信義則という一般条項を

持ち出して業者に味方する判決をしたわけ

である。苦しまぎれの理由づけである。こ

れまでこのような信義則を持ち出して暖庇

修補に代わる損害賠償請求を認めない理由

とした判決を筆者は知らない。基礎の寝庇

は明確かっ重大なものであるのになぜ判決

がこうも業者に有利に判示するのか考える

に、判決をした裁判官は民法の請負規定制

定当時の法解釈の域を一歩も出ず、基本的

に建築工事の重大な暇痕が債務不履行・不

法行為であるとする認識に欠けているとし

か評しょうがない。欠陥住宅事件について

の欠陥裁判官による欠陥判決である。

本件は、現在、ネットの会員弁護士19名

が訴訟代理人となって東京高等裁判所に係

属中である。高裁の判決については判決あ

りしだい改めて報告させていただきます。

「一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一－・，

I I幹主長の独りごと ｜ 岩城事務局長の法律事務所で開催されてい
i I ー ・る全国ネットの事務局会議に参加した。予め

｜岩城事務所の根木原さんが会議用資料を用意している。用員さんは 30数頁にのぼる

｜「ふぉあ・すまいるJの編集作業にあたっている。しかし、なかなかメンバーが集合し．
｜ない。根木原さんが「まだですか。早く来てくださいよ」とメンバーに督促の電話。待

つことしばし。午後7時半、田中厚弁護士が「疲れた。参った」を連発して入室。その

直後、岩城事務局長が他の会議を途中退席して息せき切って到着。続けてJI Aの木回

さんも到着。 8時には京都から神崎弁護士が「遅れてゴメン。そんな冷たい視線を向け

ないでヨ」と大きな鞄を抱えて駆け込む。議論は、ニュース、判例集の出版、全国大会、

立法提言、財政、地域ネットの設立などなど、あらゆるテーマにわたる。はや時間は午

後11時。そそくさと帰路につく者、一杯やる者。なんと大変な労力を費消していることi
だろう。

全国ネットが発足して7年になろうとしている。当初、弁護士、建築士、学者ら50名余！

！が被災地神戸で発足集会を開催し産声をあげた組織が、今日では約1000名もの会員を擁！

lするまでに発展してきている。組織が肥大化すればそれに見合う「金」と「人」がより i
一層必要になる。ごく少人数の事務局がほぼ無報酬で疲れた体を鞭打ちながら献身的なi
活動を展開している姿を見るにつけ、「少なくとも事務局メンバーに交通費と日当を出i
せないものか」と切にそう思う。各地のネットも同様だろう。事件解決カンパや会費納i
d古笠控主を竺5王担当むと己主同一世込一一一一一一一.._..J 

( 21 ) 
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（大阪高等裁判所

平成13年11月7日判決・確定）

1 事案の概要と 1審判決

原告は、 3160万円で購入した土地付一戸

建木造3階建住宅が建築基準法の定める構

造基準を満たしていない旨の指摘を堺市か

ら受け、更に建築士に調査を依頼した結果、

建築基準法令が定める最低限の構造耐力や

耐火・防火性能を欠いているという欠陥が

判明したので、大阪地方裁判所に提訴した。

原告の訴訟代理人を務めた私は、暇庇担

保責任による売買契約の解除を前提として、

販売会社に対して売買代金相当額の返還及

び信頼利益の賠償合計4153万円を請求する

とともに、販売会社の代表者、施工業者、

建築士（建築確認申請において監理者とし

て届出をしておきながら何らの工事監理を

行わなかった）らに対しても、同額の損害

賠償を請求した。そして解除が認められな

い場合に備えて、予備的請求として、上記

各被告に対して、取り壊し建て替え費用相

当額等2903万円も請求した。

1審判決（大阪地判平12・9・27）は、

販売会社及び販売会社の代表者に対する主

位的請求をほぼ認容し、代金相当額その他

の損害を併せて合計3974万円の支払を命じ

たが、建築士と施工業者の不法行為責任に

ついては、単なる契約法上の利益が侵害さ

れたに過ぎず、詐欺行為などがあった等特

段の事情がない限り、不法行為が成立する

余地はない、として主位的請求及び予備的

請求のいずれも棄却した（詳細は本誌2001

年4月25日号18頁参照）。

2 本件高裁判決

双方大阪高裁に控訴し、私は、建築士の

不法行為責任を認めるべきであるとする立

命館大学松本克美教授の判例評釈（ジュリ
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スト1192号216頁、立命館法学271、272号）

を提出するとともに、原告勝訴判例（大坂

地裁平12・6・30、同地裁12・10・20）、

一部勝訴判例（大阪高裁12・8. 30、全損

害の1割のみ認容）を提出するなどした。

平成13年11月7日高裁判決が出された。

販売会社とその代表者に対しては1審判決

をほぼ維持し、主的請求のうち3924万円

（売買代金プラス付随的な損害）を認容し

た。建築士と施工業者については、売買契

約の締結に関与していないことを理由に、

売買代金相当額の損害賠償を求める主位的

請求は排斥したものの、同人らに対する予

備的請求については、「建築基準法は、国

民の生命、健康及び財産の保護を図るため、

建築物の構造等に関する最低基準を定め、

この基準に違反する建築物が建築されない

ようにするため・・・・建築主に一定の資

格を有する建築士を工事監理者として選任

させてその工事の監理をさせることとし

（法5条の4第2項）、しかも、これを実効

あるものとするため、工事監理者となった

建築士の氏名を建築確認申請書に記載しな

ければならないものとし」ている趣旨に鑑

み、不法行為の成立を認め、 2588万円（取

り壊し建て替え費用プラス付随的な損害）

を認容する逆転勝訴判決であった。

3 本高裁判決の意義

名義貸建築士の不法行為責任については

地裁段階では肯定判例と否定判例が措抗し

解釈が二分されていたところ、本件高裁判

決は取り壊し建て替え費用相当額全額の損

害賠償を命じた高裁レベルでは初めての判

断と思われる。建築士の名義貸による監理

放棄をなくし、欠陥住宅を撲滅するために、

今後この方向で判例解釈が統ーされること

を期待する。 以上



弁護士木内哲郎（京都） i 

この判決は、新聞に「小柄なおばあちゃんに高過ぎる」「窓のかぎ ふろ場の鏡玄関！

ののぞき穴」「新築住宅の欠陥「修復費支払いメーカーに命令」と報道され、注目を浴び｜

たものです。 ！ 

1、当事者 i 
原告は昭和6年生まれの高齢者で、単身生活をおくっていました。身長が137・5咽とi
小柄でー吋水ハ吋式会一著名なー十です I 
2、契約

原告は被告に軽量鉄骨造瓦葺平家建居宅（床面積72・02m2）の建築を代金2100万円でi
注文し、請負契約を締結しました。

3、請求 ｜ 
裁判では、取庇修補に代わる損害賠償等を請求しました。暇庇の内容は、性能違反、｜

合意内容違反、取付位置が高すぎるの 3点に整理でき、問題箇所は全部で33カ所あり ！

ました。請求額は約762万円。 ！ 

I 4、認容額
裁判所は、被告に466752300円＋遅延損害金の支払いを命じま比 ! 
5、争点 ！ 

被告の反論は、原告の身長に対し、多少配慮不足、説明不足があったかもしれないが、i
プレハブ住宅は、規格の範囲内で変更可能なものを変更することしかできず、原告の｜

身長に合わせたきめ細かい設計、施工は出来ないというものでした。 ！ 

6、裁判所の認定 ! 
「プレハブメーカーは、顧客の個別の要望に応えるには限界があることは社会的な常！

識で、豊富な社会経験がある原告がその認識を持っていなかったとは考えがたい。 : 

しかし、他面、激しい競争をしているプレハブメーカーが多くのバリエーションを用i
意して顧客の個別の要望に少しでも応えるための努力をしいることも、また社会的常！

識に属し、原告もその認識を持っていた。被告店長は小柄で高齢で快適に居住出来る！

居宅を建築してもらえるか気にかけていた原告に対し、被告のプレハプ住宅のセール

スをし、『大抵の要望には応じることが出来るjと説明し、設計担当者は原告から『設

備等を原告の身長に適合した高さに取り付ける』旨の依頼を受け、これを了承したの

であるから、被告において設備の設置等について、可能な限り原 告の身長や年齢に

配慮した設計、施工をすることが本件請負契約のー内容になっていたというべき」と｜

して、窓が高く手がかぎに届かない、ふろ場の鏡の位置が高く顔の上半分しか映らなi
! ぃ、玄関扉ののぞき穴が高すぎて使用出来ない、台所上部の換気扇スイッチが高くて！

！ 押せない等の暇庇を認定したものです。 I 

i このように依頼者の特別な事情に配慮して欠陥を認めた事例は珍しく画期的と言えるi
’ と思います。
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1 事案の概要

木造3階建の建売住宅を土地代金を含め約

4500万円前後で購入した 5名の原告が売主

の工務店に対し、建物の揺れ、壁量不足、

筋交いや柱の欠落、火打ち梁の緊結不良等

を理由に、暇庇担保責任、債務不履行責任

を追及する訴えを提起したもの。

2 判決の内容

本件各建物は、壁量が著しく不足してい

ること、本件建物の基礎は設計図とは大き

く異なっていること、筋交いや柱が欠落し

ていたり、筋交いや火打ち梁の緊結不良の

箇所があることなど、全体として建物全体

の強度に問題があり、壁量の不足及びそれ

が本件各建物の揺れの主な原因になってい

る。これを補修するには、建物の 2・3階

部分をジャッキアップし、基礎構造部及び

1階壁（軸組部）、外部階段を全て撤去し

て、それらを設計しなおし、新設する必要

があるなど、 3000万円以上の費用がかかる。

これらの暇庇の原因は、外見上明らかな

事柄とはいえず、売買に際して、通常人が

普通の注意を払えば発見できるというよう

なものではないのであるから、これらは売

買の目的物の隠れた暇庇に当たるというべ

きである。

原告らは、補強工事を行うには3150万円

を要するとするが、理庇担保責任に基づく

損害賠償は、買主が売買の目的物に暇庇が

ないと信じたことによって被った損害の賠

償（いわゆる信頼利益の賠償）を内容とす

るものであり、原告らの主張は、実質的に

は暇庇修補に代わる損害賠償請求であり、

契約内容の完全履行を求めるもので、あって、

本件のような特定物の売買において認めら

れるものではない。また、原告は、債務不

履行責任に基づき、前記補修費用相当額の

( 24) 

弁護士吉岡和弘（仙台）

損害を賠償する義務を負うとも主張するが、

本件のような代替性のない特定物の売買に

おいて、売買の目的物が引き渡された以上、

債務の履行は完了したというべきであり、

債務不履行の問題を生じる余地はない。

そして信頼利益の賠償とは、本件各建物

に前記のような暇庇がなかったものと信頼

したことに基づいて原告らが被った損害で

あり、それは本件各建物に対し支払われた

代金額と、その客観的取引価格との差額で

あるというべきである。

本件各建物のような特殊な暇庇の存在す

る建物の客観的な取引価格を正確に判定す

ることは極めて困難であり、その額を立証

することが極めて困難だ、から民訴法248条

に基づき裁判所において相当な損害額を認

定すべきところ、その損害額は、本件各建

物の取抗が存在した場合、建物の効用が半

分以上減殺されると考えられることや、そ

のような暇庇の存在することを知りながら

建物を購入する客層も相当程度制限される

ことなどに鑑み、前記本件各建物の代金額

のおおよそ半分の500万円と認めるのが相

当である。

3 若干の感想

(1）建物強度に問題があり、構造体力上安

全といえない建物と認定しながら、取庇担

保責任に基づく損害賠償は信頼利益である

とし、信頼利益とは建物の代金と客観的取

引価格との差額であり、取引価格の立証は

困難だ、から民訴法248条に基づき「建物の

効用が半分以上減殺されると考えられる」

などとして500万円の損害を認めた。

(2）本件で、不法行為の主張はなく慰謝料

等の請求もしていない模様だが、もしも仮

に、不法行為構成をした場合に裁判所は暇

庇担保の主張以外は許さないとし、逆に理



抗担保構成をした場合には損害は信頼利益

に限るとされ、どちらに転んでも完全な賠

償は望めない不当判決である。また契約論

のみで勝負することの危険性を示した典型

例ともいえるので紹介する。

園函彊臨調藩朝関関曹関璃諸問
弁護士吉岡和弘（仙台）

1 木造3階建の建売住宅（土地付3600万円）が欠陥住宅であったとして、不動産の販売

をした会社と仲介をした会社の双方を被告にして（建物を建築した工務店を被告にしてい

ない）、主位的に暇庇担保責任を理由とする契約解除に基づく現状回復及び損害賠償、予備

的に不法行為に基づき損害賠償請求を求めた事例。

！ ななな

2 なお、裁判所は本件建物は「新3階建て木造住宅簡易構造設計基準」が定める基準を

満たしていない。また、「主要構造部を45分耐火の準耐火建造物とするか、防火構造になっ

ていない。更に、本件土地は水田に盛土した軟弱地盤で不同沈下をおこしていると認定し

？こ且

1な * * 3 次に本件建物を販売した会社に対する契約解除の主張に対し、裁判所は「修補それ自

体が困難であり、建物再築費用以上の費用がかかるうえ、再築しでも本件建物が建蔽率違

反の建物であるから同内容の建物の再築はできない。そして、本件売買契約は土地と建物

の個別の契約ではなく、本件土地及び本件建物に存する暇庇を修補するために再築する以

上の費用を要することに鑑みれば、全体として契約の目的を達成できないものと認めるの

が相当である」と判示し、代金返還のほか弁護士費用等、総額で4375万円の支払いを命じ

た（但し慰謝料については認定結果と認定額に照らすと、これによって慰謝されたとして

認めなかった）。

1な * * 4 また、土地建物を販売した会社と、同社の販売代理を行った仲介業者に対する共同不

法行為の主張に対し、裁判所は「前記認定の暇抗の内容、特に本件建物が多くの点で建築

基準法令に定める安全性に関する基準を満たさない内容のものであることに照らすと、同

被告の本件不動産の販売行為は専門業者として尽くすべき注意義務を怠ったものとして不

法行為を構成する」、また、仲介業者も「不動産の販売及び仲介を業とする会社であり、前

記認定の暇庇の内容、原告との交渉には専ら同被告があたっていたことなどの本件売買契

約締結過程における関与の態様に照らすと、被告の販売行為は売主の代理とはいえ、不動

産の専門業者として尽くすべき義務を怠ったものと認められ、他の被告とともに不法行為

を構成する」と判示し、建物の取壊し再築費用等（慰謝料200万円認容）を不法行為に基づ

く損害と認めた。

* ？な * 5 不動産販売会社に契約解除に基づく現状回復及び損害賠償を認めたうえ、仲介業者に

対し、共同不法行為に基づく損害賠償請求を認めた点で意義がある判決である。近時、建売

住宅の欠陥住宅被害事例につき、宅建業者の責任を追及できないかという声が強まってい

るなかで、こうした判決は被害者救済の追い風になる判決と位置づけられよう。
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1 事案と判決内容

R C造について、平成13年12月20日、横浜地裁川崎支部で取壊し建替えを認める勝訴判

決を取ることができました。 RC造3階建て延べ面積約588平米、設監分離、欠陥概要は、

①コンクリート打ち込み不良（ジャンカやコールドジョイント）、②鉄筋のコンクリートか

ぶり厚さ不足、③柱脚部の帯筋が1本欠落（つまり、この部分の帯筋間隔が20cmとなる。）

という事案です。判決内容は、取壊して建替える以外に相当な補修方法はないとして、施

工者と設計・監理者に連帯して取壊建替費用相当額（約 l億3000万円）の支払義務を認め

るものでした。

2 所感

本件は平成7年に別の弁護士によって訴訟提起されたものですが、途中で行き詰まって

しまい、不安になった依頼者が問弁護士を解任して平成10年に私が引き継いだものでした。

私の目から見て従前の訴訟のやり方では、敗訴の可能性が高かったと思われます。なぜな

らば、従前の主張は、ただ目に見える「ジャンカ」という欠陥現象のみを指摘し、それを

「欠陥」と認めるべき法的根拠、客観的技術基準、最低基準を下回る数値的検証等、必要な

ことが何も明示されないまま、しかも、「取壊し建替え請求」という大それた請求を立てて

いたのですから。

引き継いだ、ときは、ジャンカだけで取壊し建替え請求は厳しいし、といって今更引っ込

めるわけにもいかないし、ということで、作戦を立て直すことにしました。そこで、一級

建築士藤島茂夫先生に協力を依頼して、何か別の材料はないか、他に大きな欠陥がないか

どうか調査することにしたのです。そして、藤島先生のアドバイスにより RCレーダによ

る非破壊検査を実施し、その結果、かぶり厚不足と帯筋欠落が発見されました。「これだけ

の材料が揃えばいけるかもしれない」、と勇気づけられ、藤島先生の鑑定書（報告書）に基

づいて法律構成も含めて主張を全面的に改定して訴訟を行ってきました。その後、業者側

の鑑定申請により裁判上の鑑定も行われ、その結果は取壊し建替えを否定する内容でした

が、判決では同鑑定が採用されず藤島鑑定が採用されて勝訴判決に至りました。

R C造建物の取壊し建替えを認めた判決はあまり事例がなく、今後の裁判実務に参考に

なるかと思います。この判決は、藤島先生の貴重なアドバイスと素晴らしい鑑定書無くし

ては到底勝ち取れなかったものであり、改めて裁判における協力建築士の力量の重要性を

感じた次第です。

メーリングリストへの参加を！
全国ネットの会員の弁護士・建築士によるメーリングリストで情報交換をしており

ます。積極的なご参加をお願いします。参加ご希望の方は、事

務局長のメールアドレス（abeno@msh. big lo be.ne.jp ）宛てに

お申し出下さい。参加資格は、原則として弁護士、建築士、研

究者としますが、それ以外の方でも、地域ネット又は全国ネッ

ト事務局長の承認を受ければ参加することができます。
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劃雌宮間理唖宣昭E歪覇顎rEss語草覇蓮華
弁護士畑中潤（福岡）

欠陥住宅九州ネットの活動状況等につい

て報告致します。

1 結成に至る経緯

欠陥住宅九州ネットは、平成12年11月25

日、北九州市で欠陥住宅被害全国連絡協議

会第10回大会が開催されたことを契機に結

成されました。九州では過去にも福岡市で

第3回大会が開催されましたが、このとき

には消極論もあって九州全域のネットワー

ク化には至りませんでした。

しかし、もともと弁護士会員や建築士会

員が他県に出向いて訴訟や鑑定を行い、事

件を通じての交流があったこと、他方では

欠陥住宅問題に取り組む弁護士や建築士の

数が少ない県もあり、九州全域で欠陥住宅

問題に取り組む体制をつくる必要があった

ことから北九州大会に合わせて結成される

ことになりました。

2、組織の概要

平成14年2月現在の会員数は、 38名で、

内訳は、弁護士15名、建築士9名、一般14

名となっています。

昨年春に沖縄の弁護士会員の加入があ

りましたが、長崎、鹿児島は未だに弁護士

と建築士の会員がおらず、残念ながら完全

な九州全域のネットワーク化には至ってお

りません。

ネットの財政状況ですが、弁護士会員5

ODO円、建築士会員3000円、一般会員1000

円の年会費を徴収していますが、財政的に

は楽ではありません。今後は、全国ネット

への会費納入の問題もあり、再度議論の必

要がありそうです。

3、丸州ネットの活動状況

ネットの範囲が九州全域と広範なため、

通常は、各県ごとに活動しており、他の地
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域ネットに比べると緩やかなネットワーク

であるといえます。相談の受付は、九州ネッ

ト事務局で行い、各地域の担当者に配転し

ていますが、現在までの九州ネットへの相

談申込は8件しかなく、その内、訴訟に至っ

たものは、 1件のみです。各会員個人に対

する御指名での直接の相談が多いことから

仕方ないともいえますが、九州ネットの知

名度をもっとあげ

ることも考えなけ

ればならないと感

じています。その

ための方策として

110番の実施や講

演会の開催、ホームページの立ち上げ等に

よる広報活動の充実が考えられますが、 11

0番については、 3月22日、 23日に実施予

定です。

九州ネットの会員が一同に会する場と

しては、半年に 1回程度の研究会・総会を

設けています。このときにネットの運営に

ついて議論きれる外、手持ち事件の報告・

討議や会員講師による講義等で情報交換を

行い、研鎮と親睦を深めています。九州ネッ

ト全体の研究会・総会は、福岡と他県とで

交互に行うようにしていますが、前回、宮

崎で実施したときには新たに3名が新会員

として加入してくれました。研究会の持ち

回り開催は、会員数を増やすためにも有効

な手段として今後も期待が持てそうです。

以上、紹介したとおり、九州ネットは、

設立から 1年少ししか経っておらず、相談

体制等の課題も多いのですが、会員同士が

情報を共有し、互いに刺激し合える緩やか

なネットワークが定着したことの意義は大

きいと思われます。これからも焦らず、地

道に活動の充実を目指していきたいと考え

ています。



弁護士粟生猛（北海道）

『建築行政・建築施工の実態が多くの日本人に無価値な家を保有させている』

マーク・マグナイアー

r 7－メリカ滞丞中に日本の住宅問題を取り扱った問題新聞記事に接しました。アメ ~ji 
iカの日本の住宅問題について考え方などが読み取れる記事だと思い、以下の通り翻訳i
iしてみました。参考になれば幸いです。 j 

千葉県山武町，日本

糸賀長子さんは3250万円で建てた自宅の

畳をめくり，基礎から殆ど完全にはずれて

いる床隅の梁を見せた。更に，不安定な屋

根の支持部分・傾いた廊下・完全に腐食し

て地面が露出している床板を指し示した。

「このめちゃくちゃな施工を見て怒り心

頭に発し，役所の建物の前で石油をかぶっ

て焼身自殺を図ろうとまで考えましたが，

娘に生きてこの欠陥についての責任を追及

すべきだと言われて思いとどまりました。」

どの国でも，家は家族にとって精神的・

経済的な基盤である。しかし日本では，多

数の人々にとってその家がむしろ重荷となっ

ている。数千人にのぼる人々が，建築行政

や建築業界の施工実態、が，築後15年も経

たないうちに彼らの家を無価値なものにし

ていることに気が付き始めている。

1995年1月早朝，神戸を襲ったマグニチュー

ド7・2の地震で64 0 0人もの死者がで

た。倒壊した 44万棟の建物の瓦礁の撤去

作業が進む中で次のような事実が明らかと

なった。有名会社によって新築された多く

の建物が倒壊しているのに対して，古い建

物（その中には外国製の建築資材や技術を

使ったものが含まれる）がしっかりと立っ

ているのである。

1996年，日本消費者情報センターは3400

件以上の住宅の品質に対する苦情を受け付

けた。これは大震災以前の2倍であり，そ

の後も苦情の電話は鳴り止んでいない。東

京地裁は，昨年4月，住宅専門部を設け，
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300件以上

の訴訟が係

属している。

「日本は

最高の技術

ι）¢＼~ 

Sミorks
Star 

~ p。siti吋

残っている国です。」消費者欠陥住宅監視

グループのメンバーであり、撃建築研究所

所長の伊藤事（一級建築士・工学修士）氏

は言う。「しかし，建設業者は建築コスト

を削減して利益を上げることだけに関心を

持っており，そのために，建物の質は悪化

するばかりです。そして，建設省も建設業

者と同類なのです。」

各種法規や業界は国民に持ち家を勧めて

いる。しかも，中古住宅ではなく新築住宅

を持つことを奨励している。新築住宅の購

入者は，中古住宅の購入者には認められな

い住宅ローン控除その他の優遇税制が認め

られる。住宅販売に占める中古住宅の割合

は，アメリカの76パーセントに対して，日

本ではわずか11パーセントである。

家屋が老朽化して壊れはじめると（通常

築後2～30年），原則として家屋は取り壊

される。住宅ローンの方が家の寿命より長

くなる場合もある。家屋の平均寿命はアメ

リカの44年に対して日本では26年に過ぎな



い。積極的な政府の後押しを受けた新築住

宅への融資政策においては35年ローンの当

初の10年間は利息が2・75パーセント以

下に抑えられているため，住宅購入者がそ

の経済的能力を超える新築住宅を購入する

ことが極めて容易となっている。

アメリカでは，家屋の価格が下落したと

きは銀行に譲渡しローンの負担を免れるこ

とができる。しかし，日本ではそのような

制度は認められておらず，ローン全額につ

いて購入者個人が全責任を負担しなければ

ならない。

しばしば，築後20年経過すると，家の価

値はぜロ以下となり，むしろ130万円かけ

て解体したうえで不要なスクラップとして

撤去しなければならなくなる。

「終わりのないスクラップ・アンド・ピ

ルドです。」シノハラ・フミオ（NLI調

査機関（シンク・タンク）主任調査官）は

百つ。

傾いた壁や手抜き施工にクレームをつけ

る消費者は，程なく彼ら自身の障害にぶつ

かる。消費者の苦情は通常，業界と行政で

組織された委員会で処理される。建設業界

は多数の就業者を抱える巨大な雇用主であ

り，主要な政治資金提供者であると共に，

しばしば建設省の退職者の天下り先となっ

ている。また，建設業界は伝統的にみずか

らの活動を規制する建築関係立法において

大きな影響力を行使していると消費者グルー

プは指摘する。

一旦消費者が苦情をこの委員会に持ち込

むと，訴訟提起をすることはできなくなり，

消費者の解決手段は更に減少させられる。

他方，建設省は建設会社のプライパシ｝を

侵害するという理由で，家屋購入を予定し

ている人に対して，苦情が頻繁に寄せられ

ている企業名を公表することを拒んでいる。

建設省の役人と業界関係者は，種々の組

織的な欠陥があることは認めるが，行政と

業界の聞に特別な関係は存在しないと主張

する。彼らは， 2000年に制定された品確法

や新しい検査システムの設置を取り上げて，

欠陥は改善されていると主張する。しかし，

これらに従わないことに対する制裁は殆ど

ない。

「日本では，建設業界だけではなく，消

費者ではなく企業を保護し，質より量に重

点、が置かれる傾向が強い。」とホント・シ

ン国土交通省紛争処理機関の主任は言う。

｜ 2孟 3月28日付ハートフォード 1 
クーラント ! 

I マーク・マグナイアーは ! 
l ロサンジエルス タイムズ記者i

「ふぉあ・すまいる」に掲載する写真やイラストを募集します
この「ふぉあ・すまいる」をもっと読みやすく楽しいものにするために、「写真」や

「イラスト」を募集します。安心で安全な住宅、健全な社会を願うものなど広く応募を

；お待ちしております。今回の表示題字下のイラストは事務局の根木原さんの次男の

「ねぎはら れん君（ 5歳）」の作品です。作品は返却致しますので事務局までお送り

頂けますようよろしくお願いいたします。
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； 〔横浜大会アピール〕

！ ？主重蚕室空輸両替JI電車重認曹を姐否I!三~
I 当協議会は、未曾有の大被害をもたらした1995年1月の阪神淡路大震災をきっかけ l
iに、欠陥住宅被害の根絶を願う弁護士・建築士・研究者・一般市民が結集して、 1996! 
i年12月、被災地神戸で結成されました。
I 阪神淡路大震災において被害を受けた建物の多くは、建築基準法令や公庫仕様書、 ! 
i日本建築学会仕様書（JASS）の定める安全性を欠知していたことが判明し、建築基準法 ！
i令違反等の住宅が多数存在することを改めて我々に認識させました。欠陥住宅被害の l
！根絶は急務と言わねばなりません。 j 

！ 当協議会は、結成以来、全国各地で大会を開催し、今回の横浜大会は第12固となり i
iます。これまでの全国大会では、建築基準法改正問題や住宅品質確保促進法、鑑定制 j
i度のあり方等について議論・研究を行い、その都度、成果をアピールとして提言して i
｜きました。また、近年勝ち取られた数々の勝訴判決を『消費者のための欠陥住宅判例 i
I （第1集）J（民事法研究会・ 2000年5月）として刊行しました。

！ これらの裁判例においては、「欠陥」判断の基準につき建築基準法令等の定める技術 i
！基準とすることがもはや確立したものと言え、重大な欠陥住宅に対しては建替費用を 1

1も含めた損害賠償請求を認める判断は大きな潮流と言えます。さらに、欠陥建築にお ！

iいて監理を放棄した建築士に対しても損害賠償責任を認める裁判例が出される（大阪高 i
！裁2001年11月7日判決等）など、建築基準法令等の道守を重視する裁判所の姿勢が見て i
i取れます。
！ ところが、他方で、建築基準法令等に違反する欠陥を認めながら、「欠陥により生命.! 
1身体等に現実的被害や具体的危険が生じたと認められず、依然居住している以上、経 ！

！済的価値も否定できないので、再築費用の損害賠償は認められない」などといった不 i
i当判決もいまだに一部で出されています。これは、建築基準法令等の定める基準が i
i「最低の基準」であることを軽視ないし無視したものであり、結果的に、欠陥住宅の存 ！
｜在を是認し、建築基準法令等を遵守しなくてもよいと認めるに等しいものと言わねばi
iなりません。 ! 
’ そもそも建築物は、国民の生命・健康・財産に重大な被害をもたらす虞があり、か i
iかる認識に立って建築基準法令は、国民の生命等の保護のために、建築物に関する i
i「最低の基準」を定めています（同法第1条）。すなわち、建築基準法令は、構造安全性 ！

i能（同法2 ）、防火安全性自旨（同法2げ
！定） 国民の生命等の安全性持るために必要な最低限の性能を「最低の基準」として

定めているのです。 ！ 

！ このような建築基準法令の目的・意義に立ち返り、これを遵守することの重要性、 : 

jまた、違反することの危険性を改めて再確認する必要があります。

（ 当協議会は、このような見地に立って、下記のとおり意見を表明するものです。

記

11 建築基準法令や公庫仕様書 日本建築学会の仕様書は酌生命等の安全性を守
るための「最低の基準」であるから、「欠陥」判断の最も重要な基準として用いるこ
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とはもちろん、同基準が補修の際の最低基準として用いられるべきこと。

2 訴訟手続や紛争解決手続等（鑑定判断も含め）において、建築基準法令等の「最低 ！

の基準」に満たないことを認めつつ安全であるなどといった判断が不当であること ｜

を再認識すべきこと。 I 

! 3 建築基準法令が国民の生命等の安全性を守ることを目的とする以上、かかる目的 i
! の達成を目ーはって解釈運用材こと I 
! 4 建築確認や中間検査・完了検査においては、建築基準法令の目的に鑑みて、単体i
！ 規定も重視した運用が為されるべきこと。 I 
l 2001年11月24日 欠陥住宅被害全国連絡協議会（欠陥住宅全国ネット） （ 

第12回横浜大会参加者一同

（執行先）最高高裁判所、各地方・高等裁判所（各地方ネットから裁判官へ）、

各ADR（住宅紛争審査会、建設工事紛争審査会）、行政庁

日本建築学会 ・建築士会、事務所協会の各単位会、 JIA 

次回の第13回欠陥住宅被害全国連絡協議

会全国大会は、 2002年5月25、26日に岡山

にて開催されます。中園地方での開催は、

第7回広島大会以来約2年振りの開催とな

ります。

岡山での開催については、前回の横浜大

会の少し前から要請があり、事務局からは、

「欠陥住宅中国ネット」あるいは「欠陥住

宅中四国ネット」の立ち上げを同時に行う

ように要望を受けています。中四園地方で

は、協議会に属する組織としては、広島研

究会のみで、四国や山陰地方には欠陥住宅

被害に取り組む弁護士や建築士の組織はな

く、芸予地震で被害を受けた四園地区の相

談についても広島研究会のメンバーがあたっ

ていると聞いています。ただ、中四国といっ

ても非常に広い範囲であり、仮に、どこか

に事務局を置くといっても、組織的な活動

は到底できませんし、既に、活動を継続し

ている広島研究会や後に述べる「岡山建築

問題研究会」との関係もあり、現時点では、

岡山研究会の正式な加入（岡山ネットの立
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忠吉（岡山）

ち上げ）だけになるかもしれません。

ところで、岡山では、平成9年6月から、

弁護士及び建築士約20名が会員となって、

「岡山建築問題研究会」を設立し、猪木健

二先生を中心に活動をしてきています。こ

れまで、建築に関する技術的な勉強会、建

築に関する法律や裁判

例の研究、欠陥住宅被

害の相談や被害の救済

等にあたってきていま

す（ただ、最近少しマ

ンネリ化していること

は否めません）。

今回、岡山で欠陥住宅被害全国連絡協議

会全国大会が開催されるにあたり、「岡山

建築問題研究会」の組織自体を見直し、全

国連絡協議会と連携する組織にするべく現

在調整中です。また、事務局の要請の中四

国ネットの設立は困難かもしれませんが、

岡山大会を契機として、山陰地方や四園地

方にも欠陥住宅被害救済の連絡組織の設立

ができればよいと考えています。



欠陥住宅被害全国連絡協議会規約

第1条（名称）

1 9 9 6年12月12日（神戸結成大会） 採択

2 0 0 1年11月25日（横浜大会） 一部改正

第 1章名 称

本会は、欠陥住宅被害全国連絡協議会（別称 欠陥住宅全国ネット）と称する。

第2章 目的及び活動

第2条（目的）

本会は、

①欠陥住宅被害の予防と救済についての調査・研究

②住宅問題に対する適正な法規制の実現

③欠陥住宅問題に関する情報交換及び消費者教育を図ることを目的とする。

第3条（活動）

本会は、次の活動を行う。

①欠陥住宅被害の予防と救済に関するシンポジウム、研究会、集会の開催

②欠陥住宅問題についての判例集、啓発用パンフレット、実態報告書等の出版

⑫立法、行政、司法に対する提案・提言

⑬ その他、必要に応じた具体的な活動

第4条（会員）

本会は、

第3章 .c.』
= 員

①個人会員 学者・研究者、弁護士、建築士・建築家・司法書士、行政関係者、その他本

会の目的に賛同する個人

②団体会員 消費者団体、被害者の会、その他本会の目的に賛同する団体（但し、営利法

人を除く）をもって構成する。

第5条（会員の禁止事項）

会員は、本会の会員であることを表示することはできるが、本会の名において業務、活動を行う

ことはできない。

第6条（入会、退会、除名）

1 入会を希望する個人・団体は、事務局長に対し、所定事項を記載した入会申込書を提出して

入会を申し込むものとする。

2 会員は、事務局長に対し文書により申し出ることにより、何時でも本会を退会することがで

きる。ただし、会計年度途中に退会する場合、既に納めた会費の返還を受けることはできない。

3 会員が会費の納入を怠り、その滞納額が年会費2年分に達したときは、自己の意思により本

会を退会したものとみなす。

4 会員が本会の目的又は本規約に反し、その名誉と活動を著しく害したときは、当該会員に弁

明の機会を与えたうえ、幹事会の決議により、当該会員を本会から除名することができる。

5 前4項は、地域ネットが独自に規約を定めている場合は、その所属会員に対しては適用しない。

第7条（会費）

1 本会の会費は、次のとおりとする。

①個人会員 弁護士、学者・研究者 年額50 0 0円

建築士 年額30 0 0円

その他個人 年額10 0 0円
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② 団体会員 年額3万円

2 会計年度は4月から翌年3月までとし、会員は毎年4月に、新規入会者は入会の際に、 1項の

会費を、事務局長の指定口座に振込送金して支払う。

但し、 10月から翌年3月までの聞に入会する会員は、当会計年度の会費に限り、 1項の金額

の半額とする。

3 前2項にかかわらず、地域ネットが会費及びその徴収方法を独自に定めているときは、その所

属会員は、それに従って会費を当該地域ネットに納めるものとする。

第4章 地域ネット

第8条（地域ネット）

1 一定の地域範囲に属する会員は、幹事会の承認を得て、本会の地域組織（地域ネット）を結成

し、本会の目的の実現のために、独自に活動することができる。

2 地域ネットは、本規約に抵触しない範囲で、独自の規約をもち、会費を定め、会員を入・退会

させ又は除名し、財政、事業活動を行うことができる。

3 地域ネットは、幹事会において定める負担金を、本会に納めるものとする。

第5章 機関及び役員

第9条（総会）

1 総会は、幹事会の決定により、代表幹事又は幹事長が招集する。

2 総会は、年 l回以上開催するものとし、出席した会員の過半数の賛成により、役員の選任、決

算の承認、規約の改正、解散の意思決定、その他本規約に定める事項につき決議を行う。

第 10条（幹事会）

1 幹事会は、代表幹事、幹事長、幹事、事務局長及び事務局次長をもって構成する。

2 幹事会は、代表幹事又は幹事長が随時これを招集する。

3 幹事会は、前条の総会決議事項を除く事項につき、意思決定をすることができる。

なお、持ち回り決議、電子メールによる決議も可能とする。

第 11条（委員会その他）

本会は、幹事会の決議により適宜、委員会、部会その他の機関を設置することができる。

第12条（役員）

1 本会の役員は総会で選出するものとし、その任務は、次のとおりとする。

①代表幹事 本会を対外的に代表する。

②幹事長 幹事会を主宰する。

③幹事 幹事会を構成し、幹事会の意思決定に参画する。

④事務局長及び事務局次長 会員の名簿の作成、年会費の徴収、会員に対する連絡、情報交

換、その他必要な事務を行う。

但し、事務局長は、若干名の事務局員を選任して、その事務を補助させることができる。

2 役員の任期は総会から次の総会までとし、再任を妨げないものとする。

第13条（幹事候補）

1 地域ネットは、次の基準により幹事候補（代表幹事、幹事長、事務局長は含まない）を推薦す

る。

地域ネットの会員数推薦する幹事数

19名以下（ 1～2名）、 20～49名（ 2～3名）、 50～89名（ 3～4名）、

90～139名（ 4～5名j、140～199名（ 5～7名）、 200名以上（ 6～8名）

ただし、上記幹事数は、その地域ネットの地域的範囲その他の実情に応じて、幹事会又は総会

において適宜増減することができる。

2 幹事長は、地域ネットが結成されていない地域の会員の中から、相当数の幹事を推薦する。
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第6章会 計

第14条（収入）

本会の収入は、次のとおりとする。

①会費（第7条1・2項）

② 地域ネットの納める負担金（第8条3項）

③会員、地域ネット及び会外からの寄付金

④ 出版その他本会の事業による収益

第15条（決算）

決算は、事務局長が作成し、総会で承認を受けなければならない。

第8章附 則

第16条（施行期日）

本規約は、 20 0 1年11月25日より施行する。

第17条（経過規定）

本規約の改正に伴い、従前全国ネットに団体加入していた地域ネットの会員は、当該地域ネット

の規約改正を条件として、全国ネットの会員とみなす。

全国ネットの役員体制（2001年11月第12回横浜大会にて選出）
代表幹事 上野勝代（京都府立大学教授・住居学）

幹事長 吉岡和弘（仙台・弁護士）

事務局長 岩城穣（大阪・弁護士）

宮田猪一郎（宮城・不動産鑑定士） 斎藤拓生（宮城・弁護士）鈴木

東北ネット推薦 覚（宮城・弁護士）江野栄（秋田・弁護士）赤津重夫（青森・弁護

士）

田中峯子（東京・弁護士）伊藤皐（東京・建築士）河合敏男（東京

関東ネット推薦 弁護士）谷合周二 （東京・弁護士）青木勝治（神奈川・弁護士）大

羽賀秀夫（埼玉・建築士）

愛知ネットワーク推薦
近藤朗（愛知・弁護士）寺西利行（愛知・建築士）石川真司（愛知・

弁護士）柘植直也（愛知・弁護士） 柘植直也（愛知・弁護士）
幹 木村達也（大阪・弁護士）津田和也（大阪・弁護士）重村達郎（大阪・
関西ネット推薦

弁護士）川崎贋章（大阪・建築士）平泉憲一（大阪・弁護士）

京都ネット推薦
安保嘉博（京都・弁護士）木内哲郎（京都・弁護士）山本正道（京都・

建築士）神崎哲（京都・弁護士）草地邦晴（京都・弁護士）

和歌山ネット推薦
生駒義範（和歌山・建築士）松本雅博（和歌山・弁護士）山下俊治

（和歌山・弁護士）

神戸NE T推薦
萩尾利雄（兵庫・建築士）佐古誠司（兵庫・建築士）永井光弘（兵庫・

弁護士）

事
広島研究会推薦

石口俊一（広島・弁護士）川西和彦（広島・建築士）風呂橋誠（広島・

弁護士）

幸田雅弘（福岡・弁護士）築原信樹（宮崎・建築士）河野聡（大分・

九州ネット推薦 弁護士）織戸良寛（宮崎・弁護士）山上知裕（福岡・弁護士）畑中

潤（福岡・弁護士）
粟生猛（北海道・弁護士）石川和弘（北海道・弁護士）宮下 悟

全国ネット推薦
（北海道・建築士）青島明生（富山・弁護士）上保 剛（長野・弁護

士）猪木健二（岡山・弁護士）加瀬野忠吉（岡山・弁護士）島田晴江

（高知・建築士）
田中厚（大阪・弁護士）神崎哲（京都・弁護士）木田明生（J I 

事務局員 A近畿事務局）用貝成子（日本消費経済新聞）根木原知子（法律事務
所事務員）
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欠陥住宅被害全国連絡協議会第13岡岡山大会の開催要領（予定）
c 日 時 2 0 0 2年5月25日（土）午後1時～26日（日）正午まで

。場所 岡山弁護士会館

。内容

5月25日（土）

午後 1時00分

1時30分

1時33分

1時50分

3時30分

4時00分

4時30分

4時50分

5時20分

5時35分

5時55分

6時00分

6時30分

5月26日（日）

午前9時00分

9時45分

（仮称）中・四国ネット設立総会、開会挨拶（司会・風日橋誠弁護士（広島）・

岡山の弁護士、） 規約の採択・役員の選出・今後の行動提起、

（仮称）中・四国ネット設立アピールの採択

全国大会開会挨拶・上野勝代代表幹事（京都府立大学教授）

「基調報告」幹事長吉岡和弘弁護士（仙台）

「日本の耐震建築事情』早稲田大学名誉教授・田中弥寿雄先生

「欠陥マンション事例報告」萩尾利雄建築士＋永井光弘弁護士（いずれも神戸）

「岡山県における欠陥住宅被害報告j熊城正樹建築士（岡山）

「マンション管理組合の当事者適格J－誰が原告になれるかー

（法制審の動向をふまえて）山上知裕弁護士 （北九州）（法制審日弁連委員）

欠陥マンションに係る全体討論

「欠陥住宅被害11 0番結果報告」事務局長岩城穣弁護士（大阪）

秋田県木住訴訟の和解解決報告

原告団代表糸賀長子さん・弁護団報告江野栄弁護士（秋田）

＝主として6名の鑑定人の鑑定結果＝について

アピール案の提案と採択（未定）

第1日日 終了→会場移動

懇親会（会場・「又来軒jJ R岡山駅）

「勝つための鑑定書づくりJ木津田秀雄一級建築士（大阪）

「勝訴判決の紹介」

河合敏男弁護士（東京）①東京地裁平成13年12月20日判決

②東京地裁平成 14年1月10日判決

樋口和彦弁護士（群馬） 前橋地裁沼田支部平成 14年3月 14日判決

永井光弘弁護士（神戸） 神戸地裁平成 13年11月30日判決

1 0時25分 「欠陥建築訴訟をめぐる最高裁、日本建築学会の動向」神崎哲弁護士（京都）

1 0時45分 「さいたま市に対する国家賠償請求訴訟について」

1 1時15分 「消費者のための欠陥住宅判例集第2集の出版について田中厚弁護士（大阪）

1 1時35分①事務局報告 岩城穣事務局②次回開催地の決定①会計報告④その他
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2002年度会費の納入時期となりました。

恐れ入りますが、同封の郵便振込用紙にて 2

002年度年会費の送金をよろしくお願いします。

2001年11月の横浜大会で規約の改正案を提

起し、承認されましたので、新規約（本紙に

も掲載されています）に基づく金額を納入い

ただきたいと思います。

（当協議会で分類してお送りしておりますので、

間違いはないと思うのですが、万が一、間違っ

ている場合については、金額の訂正をしてい

ただき、お振り込みください）。

I注意】各地域ネットにご入会済みの方に

ついては、所属地域ネットに会費を納めてい

ただき、同封の郵便振込用紙にてご送金され

ませんようにお願い申し上げます。

①個人会員二弁護士、学者・研究者（年額500

0円） 建築士（年額3000円） その他個人年

額1000円②団体会員＝年額3万円

h一対謹諜誌、IL

露五段・恒'Ii'~~＊明fl., ("¥,¥¥ 1.横浜大会には 177名（マスコミ含む）という大会最高
認鴛＝~~~包級以弘 人数の方々にご参加いただき、大会は成功裏に終わりまし
れ域同J鰯：w＋円＇＊＂1>i＼存ι二等専‘議是正式4」需品見 た。開催現地担当者の谷合周三弁護士はじめ、関東ネット

準備会の皆さまには本当にご苦労があったと思いますが、感謝の気持ちでいっぱいです。

次回大会は2002年5月25日出～26日（日）に岡山弁護士会館で第13回大会と中・四国ネット（仮

称）結成総会が行われる予定です。次回大会も多くの皆さまのご参加をお願いいたします。

2.第12回横浜大会後の活動報告

下記の内容で、事務局6名で会議を行ってきました。また4月 10日の会議には吉岡幹事長

（弁・仙台）も参加していただき、とても充実した会議を持つことができました。

今までアピールの発送については各都道府県の建築指導課 (107カ所）に送っておりましたが、

拙横浜大会以降のアピールからはより多くの機関（裁判所・住宅紛争審査会・マスコミ関係）に

培執行することにしました。

また、規約改正にともなう全国ネット幹事会名簿も作成し、運営がスムーズに行えるように

悲しました。

今後とも当協議会の発展のために努力して参りますので、ご指導よろしくお願いいたします。

記

①横浜大会の総括②中・四国ネットの立ち上げの呼びかけ③次回岡山大会の準備④アピール

の執行⑤全国一斉110番（ 3 /22～23）⑥欠陥住宅判例集第2集作成準備、作成メンバー＝田中

濯厚（弁・大阪）・神 哲（弁・京都）・三浦直樹（弁・大阪）平泉憲一（弁・大阪）鳥川慎吾

（弁・大阪） ・岩城穣（弁・大阪）以上6名⑦全国名簿作成準備（各地域ネットも含む）③「ふお

jあすまいるNo.7」発行①マ2001・12・26「事務局会議」（あべの総合L/0）、マ2002・2・1
J同」（同）マ2・27「判例集第2集作成準備会」（テミス総合L/0）マ3・3「全国ネット幹事
会」（岡山弁護士会館）マ3・13「欠陥住宅110番記者会見」（国土交通省にて）マ3・22～23

「全国一斉110番」（各地域）マ4・10「事務局会議」 （あべの総合L/0)

3.最後に、毎回大会報告者の皆さまにはお忙しい中にもかかわらず、大会でjの……一大変充実し一発…が
できました。ご協力いただきました関係者の皆さまに厚くお礼申し上げます。

編集後記：イラスト、写真等を応募しています。ついに‘充実”の30頁を突破しましたが、よ

り多くの‘参加型”の会報を目指した企画ですのでぜひご協力頂けるようお願いし3たします。

干530-0054 北区南森町1-1 -26 日本消費経済新聞社用貝 成子

TEL 06-6314-1191、FAX  06-6360-2525 
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